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□ [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[対策・予防] 

◇新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更 

・新型コロナ 「5類」への移行 5月 8日に 政府が方針決定 

＜NHK 2023年 1月 27日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230127/k10013963141000.html 

新型コロナの感染症法上の位置づけについて、政府の対策本部は、5月 8日に今の「2類相当」から季節性インフ

ルエンザなどと同じ「5類」に移行する方針を決定しました。 

政府は 27日夕方、新型コロナ対策本部を開き、岸田総理大臣や加藤厚生労働大臣らが出席しました。 

この中で岸田総理大臣は、新型コロナの感染症法上の位置づけについて「厚生労働省の審議会の意見を踏まえ、

特段の事情が生じないかぎり、5月 8日から『5類感染症』とする方針を確認した」と述べ、ことし 5月 8日に今

の「2類相当」から「5類」に移行する方針を決定したことを明らかにしました。 

移行前に改めて専門家の意見を聞き、予定どおり実施するか最終的な確認を行うとしています。 

また「5類」への移行後、患者が幅広い医療機関で受診できるよう、医療提供体制を見直していく一方、医療費

の扱いについては患者に急激な負担増が生じないよう、期限を区切って公費負担を継続していく方針を示し、3

月上旬をめどに具体的なあり方を明らかにすると説明しました。 

さらにワクチンについて、必要な接種であれば、引き続き自己負担なく受けられるようにするとしています。 

このほか、マスクについては、屋内、屋外を問わず、着用を個人の判断に委ねることを基本にするよう見直すと

した上で、具体的な見直し時期を検討していく考えを示しました。 

一方、27日の対策本部では、大声を伴うイベントに参加する人数について、現在は会場の収容定員の 50％として

いる上限を撤廃し、感染対策を行えば定員の 100％まで入場を可能にすることを決定し、直ちに運用を始めるこ

とになりました。 

5月 8日に決まるまでの経緯は 

岸田総理大臣が先週 20日、原則としてこの春に、新型コロナの位置づけを「5類」に移行する方向で検討を進め

るよう指示したことを受けて、政府内では厚生労働省が中心となり、自治体から話を聞くなどして、移行時期の

検討が進められました。 

そして「5類」に移行した場合に新たに入院患者を受け入れる医療機関で、感染防止対策を講じる必要があるこ

となどから、移行までには一定の準備期間が必要だとして、大型連休前後の 4月下旬から 5月上旬に絞り込みま
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した。 

その後、人の往来が増える大型連休前に移行すれば、感染が拡大してしまうおそれがあり、連休明けにするべき

だという意見が上がる一方で、連休明けだと「直後に予定されている G7広島サミットのためだ」と批判を招くお

それもあり、できるだけ早い時期にすべきだという指摘も出て、ぎりぎりまで調整が行われました。 

そして 26日夕方、岸田総理大臣は加藤厚生労働大臣らと詰めの協議を行い、政府関係者によりますと、最終的に

は感染対策に万全を期すべきだという岸田総理大臣の判断で、連休明けの 5月 8日に固まったということです。 

小売業界や外食業界 ガイドラインの見直し検討も 

小売業界や外食チェーンの団体からは業界としての感染対策のガイドラインの見直しが必要になるという意見が

出ています。 

デパートやスーパー、コンビニエンスストアなど 12の小売業界の団体では、新型コロナの感染対策について共同

でガイドラインを定めています。 

この中でマスクについて、来店客には店内での常時着用をお願いしイートインスペースで会話時の着用の徹底を

周知するほか、従業員にもマスクの正しい着用を徹底するなどとしています。 

新型コロナの感染症法上の位置づけが「5類」に移行されることに合わせて一部の団体からはガイドラインの見

直しが必要になり、各団体と協議したいという意見が出ています。 

また、外食業界でも、店舗の入り口に食事中以外は適切なマスクの着用をお願いするよう掲示することや、客席

ではパーティションで区切るかできるだけ 1メートル以上の間隔をあけるよう配置を工夫する、などとするガイ

ドラインを策定しています。 

これについて、外食チェーンなどでつくる「日本フードサービス協会」は、今後の政府の方針を踏まえて関係機

関とともに見直しを協議していく考えを示しています。 

鉄道各社 感染対策の見直し検討へ 

鉄道各社や国土交通省などでつくる「鉄道連絡会」は政府の今後の方針を踏まえて鉄道車内などの感染対策の見

直しを検討するとしています。 

鉄道車内などの新型コロナの感染対策について、JRや私鉄の業界団体、国土交通省などでつくる「鉄道連絡会」

はガイドラインを作成しています。 

ガイドラインでは、鉄道車内でのマスクの着用や、会話を控えることなどを乗客に呼びかけているほか、駅の窓

口でのアクリル板の設置や、乗客が列をつくる際には一定の距離を空けることなどが記載されていて、鉄道各社

はこうした内容を踏まえて感染対策を行っています。 

国土交通省によりますと、新型コロナの感染症法上の分類が「5類」に移行されることを受けて政府の今後の方

針を踏まえガイドラインの見直しを検討するとしています。 

また、JRや首都圏の私鉄各社は、今後の対応については未定だとしながらも「政府の方針に従って適切に対応を

検討したい」などとコメントしています。 

航空会社など 感染対策の見直しを検討へ 

航空会社や空港事業者の団体は、政府の今後の方針を踏まえ、機内や空港での感染対策の見直しを検討すること

にしています。 

航空会社と空港事業者のそれぞれの業界団体は、2020年の 5月以降、連名で感染対策の指針を加盟する各社に示

しています。 

指針では、機内やターミナルビル内では利用者にマスクの着用を要請するよう求めているほか、チェックインカ

ウンターなどで間隔を保つよう促すことや、機内では会話をなるべく控えるよう呼びかけることなどを求めてい

て、加盟する各社はこれに基づいて対応してきました。 

政府が、新型コロナの感染法上の位置づけを「5類」に移行することを受け、それぞれの業界団体は「政府の検

討状況を見ながらマスクの着用のあり方も含めて指針の見直しを検討したい」としています。 

マスク着用は個人の判断に 化粧品売り場では 

屋内でのマスクの着用は距離が確保できていて会話をほとんどしない場合を除いて着用が推奨されていますが、

厚生労働省は個人の判断に委ねる方向で検討しています。 

都内のデパートでは化粧品の売り上げがコロナ禍で落ち込んだことから今後、売り上げの回復につながればと話
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しています。 

東京 丸の内のデパートでは口紅やチークなどの商品を中心にコロナ禍でのマスクの着用や外出機会の減少など

で、売り上げは落ち込み、化粧品全体の売り上げは去年の上期でみると感染拡大前の半分程度となりました。 

売り上げは現在は回復傾向だということですが、コロナ禍前の水準には戻っていません。 

屋内でのマスクの着用は、距離が確保できていて会話をほとんどしない場合を除いて着用が推奨されていますが、

厚生労働省は個人の判断に委ねる方向で検討しています。 

これについて、化粧品の売り場を訪れていた 20代の女性は「マスクを着けるようになり使用する口紅などの量は

減りました。屋内でマスクを外すことになれば、化粧品を使う量は増えると思います」と話していました。 

化粧品の販売を担当する大丸東京店の渡邉由紀子さんは「みなさんが屋内でマスクを外すのか、着用を続けるの

かはわかりませんが、化粧品の売り上げはコロナ禍で落ち込みが続いているので今後、回復につながってくれれ

ばと思います」と話しています。 

東邦大学 舘田一博教授「行政の支援 しばらく継続の必要」 

新型コロナウイルス対策に当たる政府の分科会メンバーで東邦大学の舘田一博教授は「コロナの流行による社会

や医療体制への影響がこの 3年間で変化し、類型の見直しが必要な時期に来ている。ただ、いきなり 5類へ移行

すると現場は混乱し、医療が必要な弱い患者がしわ寄せを受けてしまう可能性もあり、段階的に進めていくこと

が必要だ。例えば、治療費やワクチンの公費負担をどうするのか、これまでコロナ患者を診療してこなかった医

療機関にどう対応してもらうのか、行政や医師会などが連携して、混乱がないように、進めていく必要がある」

と指摘しました。 

そのうえで「類型が見直されても一定の割合で重症の患者は発生し、リスクが高い人たちを受け入れている高齢

者施設は、これまでと同じように感染対策を徹底しなければならず、その負担はこれまでと変わらず重いという

ことを認識することが最も大事だ。クラスターが発生した場合も含めて、施設が医療機関の支援をすぐに受けら

れるように、行政による支援をしばらく継続する必要がある」と話していました。 

岸田首相「日常 取り戻すことできるよう着実に歩み進める」 

岸田総理大臣は「ウィズコロナの取り組みをさらに進め、家庭・学校・職場や地域といったあらゆる場面で日常

を取り戻すことができるよう着実に歩みを進めていく」と述べたうえで、各大臣に対し、それぞれが所管する新

型コロナ対策の見直しに向けて具体的な検討や調整を加速するよう指示しました。 

加藤厚労相「国民の自主的な取り組みに大きく変わる」 

加藤厚生労働大臣は、記者会見で「位置づけの変更によって、行政が法律に基づいて陽性者に対し、さまざまな

要請や関与をしていく仕組みから、国民の皆さんの自主的な取り組みをベースにしたものに大きく変わる。国民、

企業、医療機関、地方自治体などに変更の考え方や内容をしっかりと説明し、理解と協力を得ながら、円滑に平

時の日本を取り戻していけるよう万全の準備を進めていきたい」と述べました。 

また移行日を 5日 8日にした理由について「大型連休中は、医療機関が通常とは異なって休診などになっている

ケースもある。その時期に変更するとさまざまな混乱を生じるおそれもあり、連休が明けた 5月 8日ということ

で判断した」と述べました。 

マスク着用を個人の判断に委ねることを基本とするという方針については「緩和するタイミングについては、感

染動向や専門家などの意見を聴きながら、できるだけ早く示したい。5類に移行する 5月 8日と必ずしも同じと

いうことではないと思っている」と述べました。また、卒業式シーズンの前に学校現場で先行して緩和する考え

はあるかと質問されたのに対し「さまざまな声をちょうだいしている。そうした声も踏まえると同時に足元の感

染状況や季節性インフルエンザの感染状況を見ながら判断していきたい」と述べました。 

医療費の公費負担について「厚生労働省の感染症部会では、自己負担が高額になることを懸念する意見の一方で、

ほかの病気との公平性を考慮すべきだという意見もあった。そうした観点でしっかり議論し、3月上旬までに方

向性を示したい」と述べました。 

共産 田村政策委員長「類型だけ変えるのは無責任」 

共産党の田村政策委員長は、記者会見で「類型をどうするかは、今は焦点ではなく、感染力の強いウイルスに対

して、どのような医療提供体制をとっていくかが問われている。それを示さずに、ただ類型だけ変えるのは無責

任で、やり方がおかしい」と述べました。 
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国民 玉木代表「一般の人のマスク 原則つけなくてよいと思う」 

国民民主党の玉木代表は、訪問先の大阪市で、記者団に対し「方向性は評価したいが、いざという時の医療提供

体制をどう確保するかという議論をきちんと行うことが必要だ。一般の人のマスクの着用は、基本的に自己判断

で、原則つけなくてよいと思う」と述べました。 

-------------------- 

○新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の変更に関する公示（新型コロナウイルス感染症対策本部） 

   [官報] 令和 5年 1月 27日 特別号外 第８号 1～16頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20230127/20230127t00008/20230127t000080001f.html 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号）第十八条第一項の規定に基づく新型コ

ロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和三年十一月十九日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）の

一部を変更したので、同条第五項において準用する同条第三項の規定に基づき、公示する。 

令和 5年 1月 27日             新型コロナウイルス感染症対策本部長  岸田 文雄 

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

令和３年 11月 19日（令和５年１月 27日変更） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 

本方針は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号。以下「法」という｡）第 18条第１

項に規定する基本的対処方針として、今後講ずべき対策を実施するに当たって準拠となるべき統一的指針を示す

ものである。 

地方公共団体は、本方針に基づき、自らその区域に係る対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該区域において

関係機関が実施する対策を総合的に推進する責務を有する。また、政府は、本方針に基づき、指定行政機関､都道

府県及び指定公共機関が実施する対策に関する総合調整を行うことができる。 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

⑴ 新型コロナウイルス感染症の特徴 

新型コロナウイルス感染症については、変異によって変化するが以下のような特徴がある。 

・  ヒトコロナウイルス SARS-ＣｏＶ-2による感染症であり、発熱、呼吸器症状、倦怠感､頭痛、消化器症

状、鼻汁、味覚異常、嗅覚異常等の症状を発症する。 

・  せき、くしゃみ、会話等のときに排出される飛沫やエアロゾルの吸入、接触感染等が感染経路と考え

られている。 

・  潜伏期間は約５日間、最長 14日間とされているが、オミクロン株では潜伏期間が短縮していると報告

されている｡新型コロナウイルスはまず鼻咽頭などの上気道に感染すると考えられる。多くの患者は発症

から１週間程度で治癒に向かうが、一部の患者では肺炎を発症する｡さらに急性呼吸窮迫症候群（ＡＲＤ

Ｓ）に至る患者もある。現在のオミクロン株による流行では、アルフア株やデルタ株が主体の流行と比

較して、酸素療法や人工呼吸管理を必要とする患者の割合が低下していることが報告されている。 

・  軽症の場合は経過観察のみで自然に軽快することが多く、必要に応じて解熱薬等の対症療法を行う。

ただし、重症化リスク因子のある方については、経口の抗ウイルス薬や中和抗体薬の投与を行い重症化

を予防する。呼吸不全を伴う場合には、酸素投与や抗ウイルス薬、ステロイド薬（炎症を抑える薬）、免

疫調整薬の投与を行い、改善しない場合には人工呼吸器や体外式膜型人工肺(Extracorporeal membrane 

oxygenation:ＥＣＭＯ）等による集中治療を行うことがある。国内で承認されている医薬品として、レ

ムデシビル、デキサメタゾン、バリシチニブ、トシリズマブ、カシリビマブノイムデビマブ、ソトロビ

マブ、モルヌピラビル、ニルマトレルビルノリトナビル、チキサゲビマブ／シルガビマブ及びエンシト

レルビル（重症化リスク因子のない軽症から中等症の患者に投与可能な経口薬）がある。患者によって

は、呼吸器や全身症状等の症状が遷延したり、新たに症状が出現すること（罹患後症状、いわゆる後遺

症）が報告されている。 

・  新型コロナウイルス感染症と診断された大のうち重症化しやすいのは、高齢者と基礎疾患のある方、

一部の妊娠後期の方であり、重症化のリスクとなる基礎疾患等には、悪性腫瘍、慢性呼吸器疾患（ＣＯ
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ＰＤ等）、慢性腎臓病、心血管疾患、脳血管疾患、喫煙歴、高血圧、糖尿病、脂質異常症、肥満（BM130

以上）、および臓器の移植、免疫抑制剤、抗がん剤等の使用その他の事由による免疫機能低下等がある。

ワクチン接種を受けることで、重症化予防効果が期待できる。 

・  重症化する人の割合や死亡する人の割合は年齢によって異なり、高齢者は高く、若者は低い傾向にあ

る。令和４年３月から４月までに診断された大においては、重症化する人の割合は50歳代以下で0.03％、

60 歳代以上で 1.50%、死亡する人の割合は、50 歳代以下で 0.01％、60 歳代以上で 1.13%となっている。

また、同年７月から８月までに診断された大においては、重症化する人の割合は 50 歳代以下で 0.01％、

60 歳代以上で 0.69%、死亡する人の割合は、50 歳代以下で 0.00％、60 歳代以上で 0.59%となっており、

重症化する割合や死亡する割合は以前と比べ低下している。なお、季節性インフルエンザの国内におけ

る致死率は 50歳代以下で 0.01％、60歳代以上で 0.55%と報告されている。 

・ 診断にはリアルタイムＲＴ-ＰＣＲ等の核酸検出検査や抗原検査が用いられる。 

・  新型コロナウイルスは約２週間で１か所程度の速度でその塩基が変異していると考えられ、新たな変

異株が世界各地で確認されており、厚生労働省と国立感染症研究所において、ゲノムサーベイランスを

通じた変異株の発生動向の監視を行っている。 

・  オミクロン株については、令和３年 11月 24日に南アフリカからＷＨＯへ最初のオミクロン株感染例

が報告されてから、世界的に感染例が報告され、感染拡大が進んでいる。 

・  オミクロン株については、国内外の報告から感染・伝播性の増加が示唆されており、デルタ株に比べ

て世代時間、倍加時間や潜伏期間の短縮、二次感染リスクや再感染リスクの増大が確認されており、感

染拡大のスピードが極めて速い。国内においても感染例が急増し、令和４年２月頃に全国的にデルタ株

からオミクロン株の BA.1系統に置き換わり、同年５月には、オミクロン株の BA.2系統に置き換わった

が、さらに同年７月には、BA.5系統に概ね置き換わった。また、飛沫や換気の悪い場所におけるエアロ

ゾルによる感染が多く、子供が感染しやすくなっており、学校等での感染に加え、家庭に持ち帰り､家庭

内で感染が拡大する事例が見られている。まず軽症者の数が急激に増加し、併せて中等症者も一定程度

増加し、その後､高齢者に伝播し、重症者数、入院者数も増え医療全体がひっ迫し、更に社会機能の維持

も困難になってくることも懸念される。オミクロン株対応ワクチンについては、オミクロン株に対応し

た成分が含まれるため、従来型ワクチンを上回る重症化予防効果や、短い期間である可能性はあるもの

の、発症予防効果や感染予防効果も期待される。また、２価のワクチンであるため、今後の変異株に対

しても従来型より効果が高いことも期待される。中和抗体薬については、オミクロン株への有効陸が減

弱するおそれがある薬剤もあることから、投与に当たって留意が必要である。 

・  他方、更なる知見の集積が必要であるものの、デルタ株と比較してオミクロン株では重症化しにくい

可能性が示唆されているものの、高齢者を中心に基礎疾患のある者において、オミクロン株への感染が

契機となって基礎疾患が増悪する事例が多く発生しており、重症化リスクがある程度低下していたとし

ても、感染例が大幅に増加することで重症化リスクの低下分か相殺される可能性も考慮する必要がある。

なお、我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者が確認された後、令和５年１月 26日まで

に合計 32,310,939人の感染者、66,707人の死亡者が確認されている。 

⑵ 感染拡大防止のこれまでの取組 

これまでの感染対策においては、後述する基本的な感染対策を推進することに加え、専門家の分析等で感

染リスクが高いとされた飲食の場面を極力回避するため、飲食店の時短営業及び酒類提供の停止の措置を講

じてきた。同時に大流や大との接触機会を削減する観点から、外出・移動の自粛、イベント及び大規模集客

施設への時短要請等の取組を進めてきた。また、検査・サーベイランスの強化、積極的疫学調査等によるク

ラスター（患者間の関連が認められた集団。以下「クラスター」という｡）対策、水際対策を含む変異株対策

等の取組を実施してきた。 

特に、令和３年３月下旬以降は､より感染力の強い変異株の出現による急速な感染拡大に対し、令和３年２

月３日に成立した新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法律第５号）に

よる改正後の法で創設されたまん延防止等重点措置区域（以下「重点措置区域」という｡）における機動的な

対策、ゴールデンウィーク期間中のイベントの無観客開催、大規模集客施設の休業等の集中的な対策をはじ
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め、緊急事態宣言等の下で、全国的に度重なる強い措置を講じてきた。また、強い感染力を持つ変異株が出

現し、それまでの飲食への対策、大流抑制の取組のほか、再度の感染拡大の予兆や感染源を早期に探知する

ため、検査を大幅に強化するとともに、高齢者施設等や学校における感染対策を強化する観点から、軽症で

あっても症状が現れた場合に、早期に陽性者を発見することができるよう、抗原定性検査キットの配布を行

ってきた。さらに、健康観察アプリを活用し、早期に検査につなげる取組も実施してきた。 

⑶ ワクチン接種の進展とこれに伴う患者像の変化 

ワクチンについては、令和３年２月に医療従事者向け接種を開始し、同年４月に高齢者向け接種を開始、

同年５月から本格的に接種を進め、同年４月末には医療従事者の接種会場への派遣を可能にするほか、接種

費用への時間外・休日加算相当分の上乗せや接種回数の多い施設への支援の措置により、１日 100万回を超

えるスピードで接種を進めることができ、同年７月末には希望する高齢者への２回接種をおおむね完了した。

地方公共団体での接種努力に加えて、企業等による職域接種等を行うことにより、同年 10月上旬までに供給

されたワクチンは、対象人口の９割が接種できる数量に達した。 

令和３年 12月からは、３回目接種を開始し、接種券の配布促進や接種会場の増設、職域接種の積極的な活

用の推進、地域における社会機能を維持するために必要な事業に従事する方への接種の推進により、令和４

年２月中旬には、１日 100万回接種を実現した。３回目接種を終えた方は約７割となっている。 

同年２月下旬からは、５歳から 11歳までの子供に対する１回目・２回目接種（初回接種）を開始したほか、

同年３月下旬からは、12歳から 17歳までの方への３回目接種を開始した。 

同年５月下旬からは、60歳以上の方や 18歳以上で重症化リスクの高い方などを対象とし、重症化予防を

目的として４回目接種を開始した。また、ファイザー社及びモデルナ社のワクチンに加え、国内で製造が行

われる武田薬品工業株式会社（ノババックス社からの技術移管を受けて武田薬品工業株式会社が国内で生産

及び流通を実施）のワクチン（以下「武田社ワクチン（ノババックス）」という｡）による１回目・２回目・

３回目接種を開始した。さらに、同年７月下旬からは、重症化リスクの高い方が多数集まる医療機関・高齢

者施設等の従事者であって、18歳以上 60歳未満の方に対する４回目接種を開始した。 

同年９月下旬からは、令和４年秋開始接種として、１人１回、12歳以上の１回目・２回目接種（初回接種）

を完了した者を対象にオミクロン株対応ワクチンの接種を開始した。また、同年 10月下旬からは、最終接種

からの接種間隔を５か月以上から３か月以上に短縮し、年内に約１億人がオミクロン株対応ワクチンの接種

を受けることが可能となった。 

同年 11月上旬からは、何らかの理由でオミクロン株対応ワクチン以外のワクチンの接種を希望する者につ

いては、令和４年秋開始接種として従来型の武田社ワクチン（ノババックス）を接種することが可能となっ

た。 

同年９月上旬からは、５歳から 11歳までの子供に対する３回目接種（従来型ワクチン）を開始したほか、

同年 10月下旬からは生後６か月から４歳までの乳幼児に対する従来型ワクチンによる１回目・２回目・３回

目接種（初回接種）を開始した。 

ワクチン接種は、最も重症化リスクの高い群である高齢者の約９割が３回接種を終えたこともあり、感染

者数の増加に比べ、重症者数、死亡者数の増加は少なくなっている。 

また、医療提供体制の強化が進められると同時に陽性者の治療については、中和抗体薬や経目の抗ウイル

ス薬が利川可能となるなど、選択肢が確実に増えてきている。 

今後、更なるワクチン接種の進展により、感染者や重症者は抑えられると期待されるほか、中和抗体薬や

経口の抗ウイルス薬の重症化予防効果も一定程度期待される一方、更なる感染拡大が生じた場合には、ワク

チン接種後にも新型コロナウイルス感染が確認される症例があること、変異株の出現の可能性やワクチンに

よる免疫の減衰の影響を踏まえ、引き続き後述する基本的な感染対策が重要である。また、オミクロン株対

応ワクチンについては、オミクロン株成分を含むことで、従来型ワクチンを上回る重症化予防効果、発症予

防効果や感染予防効果があることや、２価ワクチンであることから今後の変異株に対しても従来型ワクチン

より効果が高いことが期待されることから、引き続き、迅速にワクチン接種を進めていくことが重要である。 

⑷ 医療提供体制の強化 

医療提供体制の強化については、令和３年夏に比べ約３割、約１万人増の約 3.7万人が入院できる体制を
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構築するなど、これまで各都道府県において、感染拡大の経験を踏まえた医療提供体制の段階的な強化が進

められてきた。 

また、病床やホテル等の宿泊療養施設の確保に加え、臨時の医療施設や入院待機施設の整備、酸素濃縮装

置の確保を進め、症状悪化時に確実に酸素投与や治療につなげる体制の整備、自宅療養等を行う場合の診療

体制の整備や、HER-SYS(Health Center Real-time Information-shar-ing SystemonCOVID-19:新型コロナウ

イルス感染者等情報把握・管理支援システム）における MyＨＥＲ-SYS（陽性者がＨＥＲ-SYSにスマートフォ

ン等で自身や家族の健康状態を入力する健康管理機能）等の導入の推進による健康観察体制の整備が進めら

れてきた。政府としても、往診や訪問診療、訪問看護の診療報酬の評価の拡充等を行ってきた。 

軽症から中等症(Ｉ)の患者を投与対象とする初めての治療薬として令和３年７月 19日に特例承認がなさ

れた中和抗体薬「カシリビマブノイムデビマブ」については、短期入院による投与や投与後の観察体制の確

保等の一定の要件を満たした医療機関による自宅療養者に対する外来・往診での投与等の取組を進めてきた。

また、同年９月 27日には、中和抗体薬「ソトロビマブ」が、同年 12月 24日には、経口薬「モルヌピラビル」

が、令和４年２月 10日には経口薬「ニルマトレルビルノリトナビル」が特例承認され、それぞれ医療現場に

供給されている。これにより、重症化リスク因子のある軽症から中等症患者向けの治療薬は、経口薬「モル

ヌピラビル」、「ニルマトレルビルノリトナビル」、中和抗体薬「ソトロビマブ」、「カシリビマブ／イムデビマ

ブ」及び抗ウイルス薬「レムデシビル」の５種類が揃うこととなり、患者の状態や薬剤の特性等に応じて、

適切に選択し活用が可能となっている。「モルヌピラビル」については、同年９月 16日には一般流通が開始

された。また、重症化リスク因子のない軽症から中等症患者に投与可能な経口薬「エンシトレルビル」が、

同年 11月 22日に緊急承認され、医療現場に供給されている。 

⑸ 令和３年９月の感染収束 

令和３年７月からの感染拡大期は、感染力の強いデルタ株への置き換わりにより、これまでに比べ陽性者

数において非常に大きなものであったが、同年８月 20日に全国で１日当たり 25,975名の新規陽性者を記録

した後に、急速に減少した。同年９月の感染収束については、これまでの国民や事業者の感染対策への協力、

夜間滞留人口の減少、ワクチン接種率の向上、医療機関や高齢者施設のクラスター感染の減少等によるもの

と考えられる。 

令和３年９月 28日に、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価を

行い、全ての緊急事態措置区域（北海道、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県､千葉県、東京都、神奈川県、岐

阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県及び沖縄県）が緊急事

態措置区域に該当しないこととなったため、緊急事態措置を実施すべき期間とされている同月 30日をもって

緊急事態措置を終了した。 

また、全ての重点措置区域（宮城県、福島県、石川県、岡山県、香川県、熊本県、宮崎県及び鹿児島県）

について、まん延防止等重点措置を実施すべき期間とされている令和３年９月 30日をもってまん延防止等重

点措置を終了する旨の公示を行った。 

その際、今後、ワクチン接種を一層進捗させ、医療提供体制をもう一段整備し、感染拡大に対する社会の

耐性を高めながら、感染対策と日常生活を両立させることを基本として、政策を展開していくこととした。

また、感染の再拡大が見られる場合には、速やかに効果的で強い感染対策等を講じるものとした。 

⑹ オミクロン株の発生と感染拡大 

令和３年９月以降､急速に減少に転じた新規陽性者数は､同年 12月下句以降再び増加傾向となった。令和４

年１月には新規陽性者数の急速な増加に伴い、療養者数と重症者数も増加傾向が見受けられた。 

政府は、令和３年 11月末以降、感染・伝播性の増加が示唆されるオミクロン株のリスクに対応するため、

外国人の新規入国を停止するとともに、帰国者には、７日間（オミクロン株以外の変異株が支配的となって

いることが確認されている国・地域については 14日間）の自宅等待機と健康観察を実施し、加えて、オミク

ロン株に係る指定国・地域からの帰国者には、検疫所の確保する施設での厳格な待機措置を講じた。 

その後、日本の国内対応やＧ７各国が水際措置を撤廃してきていることを踏まえ、令和４年 10月 11日よ

り、更なる緩和を以下のとおり行った。 

・全ての外国人の新規入国について、受入責任者による管理を求めないこと。 
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・査証の免除措置の適用を再開すること。 

・ワクチン３回目接種証明書又は陰性証明書の提出を求めることとしつつ、全ての帰国者。入国者につい

て、新型コロナウイルスへの感染が疑われる症状がある者を除き、入国時検査を行わないこと。 

・入国者総数の上限を設けないこと。 

さらに、中国において、新型コロナウイルス感染症の感染状況が急速に悪化するとともに、詳細な状況の

把握が困難であることを踏まえ、新型コロナウイルス感染症の国内への流入の急増を避けるため、同年 12

月 30日以降、中国本土等からの入国者に対して、入国時検査を実施するなどの臨時的な措置を講じた。 

また、令和３年 12月から、オミクロン株の国内新規感染者の発生を受け、原則として、全ての国内新規感

染者について、L452R変異株ＰＣＲ検査を行うとともに、その時点の検査能力を最大限発揮して全ゲノム解

析を実施し、早期探知の体制をとった。その後、国内におけるオミクロン株への置き換わりが進んだことを

踏まえ、感染者の 5-10％分又は 300-400例／週程度の全ゲノム解析を実施することにより、引き続き、変異

株の発生動向を監視している。 

また、オミクロン株の濃厚接触者の待機期間について、これまでに得られた科学的知見に基づき、順次短

くしている。 

ワクチンの３回目接種については、まずは､重症化リスクが高い高齢者などの方々を対象とし、その後には、

一般の方を対象として接種間隔を前倒しして接種を実施することとし、また、オミクロン株について、海外

渡航歴がなく、感染経路が不明の事案が発生したことを受け、感染拡大が懸念される地域での無料検査を行

っている。経口薬については令和３年 12月 24日には「モルヌピラビル」が特例承認され、令和４年２月 10

日には経口薬「ニルマトレルビルノリトナビル」も特例承認され、それぞれ医療現場に供給されている。さ

らに、重症化リスク因子のない軽症から中等症患者に投与可能な経口薬「エンシトレルビル」が、同年 11

月 22日に緊急承認され、医療現場に供給されている。あわせて、都道府県における在宅療養をされる方々へ

の健康観察や訪問診療体制の準備状況の自己点検を実施し、政府の方針として、在宅療養体制が整った自治

体において、自治体の総合的な判断の下、感染の急拡大が確認された場合には、陽性者を全員入院、濃厚接

触者を全員宿泊施設待機としている取組みを見直し、症状に応じて宿泊・自宅療養も活用し、万全の対応が

できるようにしている。また、感染拡大が顕著な地域において、保健所業務がひっ迫した場合には、積極的

疫学調査、健康観察の重点化、患者発生届の処理の効率化等、保健所業務を重点化・効率化することとした。 

令和４年１月７日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等から、法第 31条の４第１項に基づき、まん延防止等重

点措置を実施すべき期間を同月９日から同月 31日までの 23日間とし、重点措置区域を広島県、山口県及び

沖縄県とする公示を行った。 

令和４年１月 19日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等から、法第 31条の４第３項に基づき、重点措置区域に

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛知県、三重県、香川県、長崎県、熊本県

及び宮崎県を追加する変更を行うとともに、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、

愛知県、三重県、香川県、長崎県、熊本県及び宮崎県において、まん延防止等重点措置を実施すべき期間を

同月 21日から同年２月 13日までの 24日間とする公示を行った。あわせて、オミクロン株による感染が急速

に拡大している状況等を踏まえ、後述するワクチン・検査パッケージ制度については、原則として、当面適

用しないこととした。 

令和４年１月 25日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等から、法第 31条の４第３項に基づき、重点措置区域に

北海道、青森県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、石川県、長野県、静岡県、京都府、大阪府、兵庫県、

島根県、岡山県、福岡県、佐賀県、大分県及び鹿児島県を追加する変更を行うとともに、北海道、青森県、

山形県、福島県、茨城県、栃木県、石川県､長野県、静岡県、京都府、大阪府、兵庫県、島根県、岡山県、福

岡県、佐賀県、大分県及び鹿児島県において、まん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月 27日から同年

２月 20日までの 25日間とし、広島県、山口県及び沖縄県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間

を同年２月 20日まで延長する旨の公示を行った。 
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令和４年２月３日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等から、法第 31条の４第３項に基づき、重点措置区域に

和歌山県を追加する変更を行うとともに、和歌山県において、まん延防止等重点措置を実施すべき期間を同

月５日から同月 27日までの 23日間とする公示を行った。 

令和４年２月 10日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、感染の再拡大を防止する必要性が高いこと等から、法第 31条の４第３項に基づき、重点措置区域に

高知県を追加する変更を行うとともに、高知県において、まん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月 12

日から同年３月６日までの 23日間とし、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、岐阜県、愛

知県、三重県、香川県、長崎県、熊本県及び宮崎県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間を同年

３月６日まで延長し、公示を行った。 

令和４年２月 18日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、山形県、島根県、山口県、大分県及び沖縄県について、まん延防止等重点措置を実施すべき期間と

されている同月 20日をもってまん延防止等重点措置を終了するとともに、法第 31条の４第３項に基づき、

北海道、青森県、福島県、茨城県、栃木県、石川県、長野県、静岡県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、

岡山県、広島県、福岡県、佐賀県及び鹿児島県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間を同年３月

６日まで延長し、公示を行った。 

令和４年３月４日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、福島県、新潟県、長野県、三重県、和歌山県、岡山県、広島県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、

宮崎県及び鹿児島県について、まん延防止等重点措置を実施すべき期間とされている同月６日をもってまん

延防止等重点措置を終了するとともに、法第 31条の４第３項に基づき、北海道、青森県、茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、

香川県及び熊本県においてまん延防止等重点措置を実施すべき期間を同月 21日まで延長し、公示を行った。 

令和４年３月 17日には、感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負荷の状況について分析・評価

を行い、北海道、青森県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、

静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県､香川県及び熊本県について、まん延防止等重点措置を実施すべき

期間とされている同月 21日をもってまん延防止等重点措置を終了する公示を行った。 

令和４年２月以降、全国的には概ね減少傾向であった新規陽性者数が、同年６月下句以降、再び上昇傾向

に転じた。同年７月中句には、B瓦 5系統への置き換わり等による新規陽性者数の急速な増加に伴い、重症

者数や死亡者数は低水準であるが､療養者数や入院者数は増加傾向となった。 

政府は、このような感染状況や医療提供体制・公衆衛生体制に対する負担の状況を踏まえ、現下の感染拡

大への対応については、 

・新たな行動制限を行うのではなく社会経済活動をできる限り維持しながら、 

・保健医療体制について、「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」（令和３年 11月 12日新

型コロナウイルス感染症対策本部決定。以下「全体像」という｡）に基づき整備してきた病床等をしっかり

と稼働させることを基本に、引き続き､自治体や医療機関等の支援を行い、保健医療体制の確保に万全を期

すとともに 

・医療への負荷に直結する重症化リスクの高い高齢者を守ることに重点を置いて、効果が高いと見込まれる

感染対策に、国・地方が連携して機動的・重点的に取り組むこととし、同時に新型コロナウイルスと併存

しつつ平時への移行を慎重に進めていくこととした。 

令和４年７月下旬には、感染者の急増により診療・検査医療機関等の外来医療を中心に医療機関等への負

荷が急速に高まり、熱中症による影響もあり救急搬送困難事案も地域差はあるが急速に増加した。また、従

業員が感染者や濃厚接触者となることにより業務継続が困難となる事業者も増加した。 

政府は、こうした状況を踏まえ、一定以上の医療の負荷の増大が認められる都道府県が「BA.5対策強化宣

言」を行い、住民及び事業者への協力要請又は呼びかけを実施する際に、当該都道府県を「BA.5対策強化地

域」と位置づけ、その取組を支援することとした。同年８月 24日までには合計 27道府県を「BA.5対策強化

地域」と位置付けた。その後、感染状況や保健医療の負荷の状況を踏まえ、同年９月 30日までに、当該道府
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県の「B凡 5対策強化地域」の位置付けを終了した。 

また、政府は､「全体像」に基づく最大確保病床・ベッド数約５万の全面的な稼働に向けた病床等の即応化

に加え、自ら検査した結果を､都道府県等が設置し､医師を配置する健康フォローアップセンター等に登録し、

外来受診を経ることなく迅速に療養につなげる仕組みの整備、患者発生届の届出項目の削減、療養開始時に

検査証明を求めないことの徹底等、医療機関や保健所の負担軽減への対応を行った。 

加えて、政府は、同年８月 25日に、診療・検査医療機関や保健所業務が極めてひっ迫した地域において、

当面の緊急的な対応として、都道府県知事の申出により､発生届の範囲を①65歳以上、②入院を要する者、

③重症化リスク因子があり治療薬投与等が必要な者、④妊娠している者に限定することを可能とした。 

さらにコ Wi山コロナに向けた政策の考え方」（令和４年９月８日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）

に基づき、感染拡大防止と社会経済活動の両立をより強固に推進していくこととした。 

同年秋以降の新型コロナウイルスの感染拡大においては、これまでの感染拡大を大幅に超える感染者数が

生じることもあり得るとされており、また、季節性インフルエンザとの同時流行が懸念されている。このよ

うな事態にも対応できるよう、厚生労働省において、「新型コロナウイルスと季節性インフルエンザの同時流

行に備えた対応」を決定し、これに基づき、限りある医療資源の中でも高齢者等重症化リスクの高い方に適

切な医療を提供するための保健医療体制の強化・重点化を進めていくこととした。加えて、厚生労働省にお

いて、医療関係団体、アカデミア、経済団体、地方自治体等をメンバーとする「新型コロナ・インフル同時

流行対策タスクフォース」を同年 10月 13日に立ち上げてから、12月にかけて３回開催し、感染状況等に応

じた国民への呼びかけの方針等を決定し、一丸となって国民への呼びかけを行うこととした。 

同年 10月半ば以降、地域差はあるものの全国で新規感染者数が増加に転じ、同年 11月には同年夏の新規

感染者数のピークを超える自治体も生じるとともに、全国的に病床使用率が上昇し、令和５年１月には救急

搬送困難事案数についても過去最多を記録した。また、新規感染者のうち 80代以上の高齢者の占める割合が

増加し、これに伴い死亡者が増加した。 

こうした中で、政府は、感染が著しく拡大し、同年冬の季節性インフルエンザとの同時流行も想定した外

来等の保健医療体制の強化等を実施してもなお、保健医療への負荷が高まった都道府県が「医療ひっ迫防止

対策強化宣言」を行い、医療体制の機能維持・確保、感染拡大防止措置及び業務継続体制の確保等に係る対

策を強化する際に、当該都道府県を「医療ひっ迫防止対策強化地域」と位置付け、その取組を支援すること

とした。政府は、一部の地域において入院や外来等の保健医療への負荷が高まったこと等を踏まえ、同年 12

月には岐阜県を、令和５年１月には静岡県を「医療ひっ迫防止対策強化地域」と位置付けた。 

⑺ オミクロン株の特性を踏まえた感染症法上の取扱いの見直し 

オミクロン株については、若者の重症化リスクは低く、大部分の人は感染しても軽症で入院することはな

く、一方で、高齢者のリスクは引き続き高い。このようなウイルスの特性を踏まえ、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114号。以下「感染症法」という｡）上の措置につい

て、以下の対応を行うこととした。 

① 発生届の対象者の見直し（全数届出の見直し） 

感染症法第 12条に定める発生届の対象者について、(i)65歳以上、(ⅱ)入院を要する者、(ⅲ)重症化リ

スク因子があり治療薬投与等が必要な者、(ⅳ)妊娠している者の４類型に限定し、令和４年９月 26日より

全国一律で適用を開始する。 

その際、発生届の対象外となる者が安心して自宅療養をできるようにするため、(i)抗原定性検査キット

の OＴC化（インターネット等での販売を解禁）、(ⅱ)体調悪化時等に連絡・相談できる健康フォローアッ

プセンターの全都道府県での整備、蚩必要に応じて、宿泊療養や配食等の支援が可能になるようにするこ

と等、必要な環境を整備する。また、今回の見直しに伴い、ＨＥＲ-sＹsの追加機能により、医療機関の

患者数及び健康フォローアップセンターの登録者数を集計することで感染者の総数の把握（全数把握）を

継続する。 

② 陽性者の自宅療養期間の見直し自宅療養期間については、療養者が有症状の場合には 10日間、無症状の

場合には７日間は引き続き、自身による検温、高齢者等重症化リスクの高い者との接触や、感染リスクの

高い行動を控えることを前提に、以下のとおり短縮することとし、令和４年９月７日から適用する。 
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・ 有症状の場合、発症から 10日間かつ症状軽快後 72時間としていたところ、７日間かつ症状軽快後 24

時間に変更（ただし、現に入院している場合は 10日間）。 

・ 無症状の場合、検体採取から７日間としていたところ、５日目の抗原定性検査キットによる検査によ

り陰性であった場合、５日間に変更。 

また、感染症法第 44条の３に基づき、陽性者に対する外出自粛要請は引き続き行うが、症状軽快後 24

時間経過後又は無症状の場合には、感染リスクが残るため、マスクは必ず着用すること、短時間とするこ

と等の自主的な感染予防行動を徹底することを前提に、食料品の買い出しなど必要最低限の外出を許容す

る。 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、「全体像」に基づき、ワクチン接種、検査、治療薬等の普及に

よる予防、発見から早期治療までの流れを更に強化するとともに、最悪の事態を想定した対応を行う。 

このため、デルタ株への置き換わり等による令和３年夏のピーク時における急速な感染拡大に学び、今後、

感染力が２倍（若年者のワクチン接種が 70％まで進展し、それ以外の条件が令和３年夏と同一である場合と

比較し、新たな変異株の流行や生活行動の変化等による(「令和３年夏の実質２倍程度の感染拡大が起こるよ

うな状況」）となった場合にも対応できるよう、医療提供体制の強化、ワクチン接種の促進、治療薬の確保を

進める。 

こうした取組により、重症化する患者数が抑制され､病床ひっ迫がこれまでより生じにくくなり、感染拡大

が生じても、国民の命と健康を損なう事態を回避することが可能となる。今後は、こうした状況の変化を踏

まえ、感染リスクを引き下げながら経済社会活動の継続を可能とする新たな日常の実現を図る。 

その上で、感染力が２倍を大きく超え、例えば感染力が３倍（若年者のワクチン接種が 70％まで進展し、

それ以外の条件が令和３年夏と同一である場合と比較し、新たな変異株の流行や、生活行動の変化等による

コ令和３年夏の実質３倍程度の感染拡大が起こるような状況」）となり、医療がひっ迫するなど、それ以上の

感染拡大が生じた場合には、強い行動制限を機動的に国民に求めるとともに、政府の責任において、新型コ

ロナウイルス感染症以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための具体的措置を講じる。 

⑴ 医療提供体制の強化   

今後の医療提供体制については、「全体像」に基づき、今後も中長期的に感染拡大が反復する可能性がある

ことを前提に、次の点を重点として各都道府県において「保健・医療提供体制確保計画」を策定し、検査か

ら入院までの総合的な保健・医療提供体制を構築している。  

・ 今後、感染力が２倍となった場合にも対応できるよう、ワクチン接種の進展等による感染拡  大の抑

制効果等も勘案しつつ、入院を必要とする方が、まずは迅速に病床又は臨時の医療施設  等に受け入れ

られ、確実に入院につなげる体制を整備。  

・ 感染拡大時に臨時の医療施設等が円滑に稼働できるよう、医療人材の確保、配置調整を担う体制を構築。 

・ 医療体制の稼働状況の医療機関等情報支援システム(Gathering Medical Information Sys-tｅｍ:G-MIS)

やレセプトデータ等を活用した徹底的な「見える化」。   

また、こうした「全体像」に基づく保健・医療提供体制をしっかりと稼働させることを基本としつつ、そ

の中でもオミクロン株の特徴に対応する対策の強化・迅速化を図る。   

具体的には、オミクロン株の特性やワクチン接種の進展を踏まえつつ、令和４年１月以降、自宅療養者等

の支援の点検・強化を図るとともに、診療報酬の加算措置を延長した上での診療・検査医療機関の拡充・公

表等の診療・検査の体制整備、転院や救急搬送受入れの対応強化、高齢者施設等に看護職員を派遣した場合

の補助の拡充等の自宅療養や高齢者施設等における療養の環境整備、通常医療との両立についての徹底・強

化を図っている。引き続き必要な財政支援を図りながら、更なる対策の強化・徹底を図る。 

⑵ ワクチン接種の促進 

オミクロン株対応ワクチンについては、従来型ワクチンを上回る重症化予防効果等があることや、今後の

変異株に対しても従来型ワクチンより効果が高いことが期待されており、まだ接種していない方に対して接

種の積極的な検討を呼びかけていく。さらに､比較的若い世代等を中心に、１［可目・２回目接種が完了して

いない者へは引き続き接種を促す。５歳から 11歳までの子供や生後６か月から４歳までの乳幼児についても、
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ワクチン接種を着実に進めていく。 

⑶ 治療薬の確保   

新型コロナウイルス感染症の治療薬については、国産経口薬を含む治療薬の開発費用を支援している。ま

た、経口薬については、令和３年 12月 24日には「モルヌピラビル」が特例承認された。さらに、令和４年

２月 10日には経口薬「ニルマトレルビルノリトナビル」も特例承認され、それぞれ医療現場に供給されて

おり、同年９月 16日には「モルヌピラビル」の一般流通が開始された。加えて、中和抗体薬「カシリビマ

ブノイムデビマブ」及び「ソトロビマブ」について、他の治療薬が使用できない場合に投与が可能とされて

いる。   

さらに、同年８月 30日にはチキサゲビマブノシルガビマブ」が特例承認され、発症抑制を目的として 

同年９月中旬から医療現場への供給が開始されている。   

このように、中期的な感染拡大においても、軽症から中等症の重症化リスク因子を有する者が確実に治療

を受けられるようにするため、治療薬の作用する仕組みや開発ステージは様々であることも考慮して、複数

の治療薬（中和抗体薬、経口薬）の確保に向けて取り組んできた結果、既に一般流通を行っている「レムデ

シビル」や「モルヌピラビル」をはじめ、複数の治療の選択肢が活用可能となっている。また、重症化リス

ク因子のない軽症から中等症患者に投与可能な経口薬「エンシトレルビル」が、同年 11月 22日に緊急承認

され、医療現場に供給されている。 

⑷ 感染防止策 

新型コロナウイルス感染症の感染経路は、せき、くしゃみ、会話等のときに排出される飛沫やエアロゾル

の吸入、接触感染等と考えられていることから、基本的な感染対策が重要である。加えて、政府及び地方公

共団体が積極的・戦略的な検査と積極的疫学調査により、感染拡大の起点となっている場所や活動を特定し

て効果的な対策を講じること、さらに、感染状況に応じて、人流や人との接触機会を削減することが重要で

ある。 

基本的な感染対策とは、「三つの密」（①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が

密集している）、③密接場面（互いに手を伸ばしたら手が届く距離での会話や発声が行われる）という３つの

条件をいう｡以下同じ｡）の回避、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗い等の手指衛生」、「換気」

等をいう。 

「マスクの着用」については、屋内において、他者と身体的距離（２ｍ以上を目安）がとれない場合、他

者と距離がとれるが会話を行う場合、屋外において他者と距離がとれず会話を行う場合は、マスクの着用を

推奨する。また、高齢者等との面会時や病院内など、重症化リスクの高い者と接する場合にはマスクの着用

を推奨する。マスクは不織布マスクを推奨する。なお、屋内において他者と身体的距離がとれて会話をほと

んど行わない場合は、マスク着用は必要ない。屋外において、他者と身体的距離が確保できる場合、他者と

距離がとれない場合であっても会話をほとんど行わない場合は、マスクの着用は必要なく、特に夏場につい

ては､熱中症予防の観点から、マスクを外すことを推奨する。また、乳幼児（小学校に上がる前の年齢）のマ

スクの着用には注意が必要であり、特に２歳未満では推奨されない。２歳以上の就学前の子供についても、

個々の発達の状況や体調等を踏まえる必要があることから、他者との身体的距離にかかわらず、マスク着用

を一律には推奨しない。なお､本人の体調がすぐれず持続的なマスクの着用が難しい場合は、無理に着用する

必要はなく、マスクを着用する場合は、保護者や周りの大人が子供の体調に十分注意した上で着用すること。 

政府は、これまでの感染拡大期の経験や国内外の様々な研究等の知見を踏まえ、より効果的な感染防止策

等を講じていく。また、都道府県は、感染の拡大が認められる場合に、政府と密接に連携しながら、速やか

に効果的な感染対策等を講じるものとする。 

法第 32条第 1項に規定する事態が発生したと認めるときは、緊急事態宣言を発出し、法第 45条等に基づ

き必要な措置を講じる。また、法第 31条の４第１項に規定する事態が発生したと認めるときは、まん延防止

等重点措置として法第 31条の６に基づき必要な措置を講じる。 

緊急事態措置区域及び重点措置区域等においては、飲食店の営業時間短縮、イベントの人数制限、県をま

たぐ移動の自粛、出勤者数の削減の要請等の感染防止策を講じるとともに、第三者認証制度や別途定めるワ

クチン・検査パッケージ制度（以下単に「ワクチン・検査パッケージ制度」という｡）、対象者に対する全員
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検査（以下「対象者全員検査」という｡）等を活用し、感染拡大を防止しながら、日常生活や経済社会活動を

継続できるように取り組むものとする。ただし、感染が急速に拡大し、医療提供体制のひっ迫が見込まれる

場合等においては、政府・都道府県の判断で、ワクチン・検査パッケージ制度等を適用せず、強い行動制限

を要請することとする。 

上記の緊急事態宣言の発出等については、以下のとおり取り扱う。 

1) 緊急事態宣言の発出及び解除 

（緊急事態宣言発出の考え方） 

国内での感染拡大及び医療提供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況（特に、令和３年 11月８日の新型

インフルエンザ等対策推進会議新型コロナウイルス感染症対策分科会（以下「コロナ分科会」という｡）

提言におけるレベル（以下「旧レベル」という｡）３相当の対策が必要な地域の状況等）を踏まえて、全

国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあるか否かについて、

政府対策本部長が新型インフルエンザ等対策推進会議基本的対処方針分科会（以下「基本的対処方針分

科会」という｡）の意見を十分踏まえた上で、総合的に判断する。なお、緊急事態措置区域を定めるに当

たっては、都道府県間の社会経済的なつながり等を考慮する。 

（緊急事態宣言解除の考え方）    

国内での感染及び医療提供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況（特に､緊急事態措置区域が、旧レベル

２相当の対策が必要な地域になっているかなど）を踏まえて、政府対策本部長が基本的対処方針分科会

の意見を十分踏まえた上で、より慎重に総合的に判断する。 

なお、緊急事態宣言の解除後の対策の緩和については段階的に行う。  

2) まん延防止等重点措置の実施及び終了    

まん延防止等重点措置の実施及び終了については、令和３年 11月８日のコロナ分科会提言を踏まえ、

以下を基本として判断することとする。   

（まん延防止等重点措置の実施の考え方）    

都道府県の特定の区域において感染が拡大し、当該都道府県全域に感染が拡大するおそれがあり、そ

れに伴い医療提供体制・公衆衛生体制に支障が生ずるおそれがあると認められる以下のような場合に、

政府対策本部長が基本的対処方針分科会の意見を十分踏まえた上で、総合的に判断する。    

・ 都道府県が旧レベル３相当の対策が必要な地域の状況になっている場合 

・ 都道府県が旧レベル２相当の対策が必要な地域において、当該都道府県の特定の区域にお   い

て感染が急速に拡大し、都道府県全域に感染が拡大するおそれがあると認められる場合 

・ 都道府県が|日レベル２相当の対策が必要な地域において、感染が減少傾向であっても、当   該

都道府県の特定の区域において感染水準が高い又は感染が拡大しているなど、感染の再拡   大を

防止する必要性が高い場合 

（まん延防止等重点措置の終了の考え方） 

都道府県の感染及び医療提供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況（特に、まん延防止等重点措置を実

施している区域の感染状況が、都道府県全域に感染を拡大させるおそれがない水準かなど）を踏まえて、

政府対策本部長が基本的対処方針分科会の意見を十分踏まえた上で、総合的に判断する。 

⑸ オミクロン株の特徴を踏まえた感染防止策 

令和４年秋以降の新型コロナウイルスの感染拡大においては、これまでの感染拡大を大幅に超える感染者

数が生じることもあり得るとされており、また、季節性インフルエンザとの同時流行が懸念されている。そ

の場合でも、同年夏と同様、オミクロン株と同程度の感染力・病原性の変異株による感染拡大であれば、二

(4)1)及び 2)の記載に関わらず、新たな行動制限は行わず、社会経済活動を維持しながら、高齢者等を守る

ことに重点を置いて感染拡大防止策を講じるとと もに、同時流行も想定した外来等の保健医療体制を準備

することを基本的な考え方とする。  

1) 国民への周知等    

国民に対し、基本的な感染対策を徹底することに加え、早期にオミクロン株対応ワクチンの接種を受

けること、場面に応じた適切なマスクの着脱を行うこと、家庭内においても室内を定期的に換気すると
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ともにこまめに手洗いを行うこと、帰省等で高齢者や基礎疾患のある者と会う際は、事前の検査を行う

こと等を促す。    

換気については、令和４年７月 14日のコロナ分科会提言を踏まえ、エアロゾル感染に対応した屋内の

効果的な換気等を行うことを促す。特に高齢者施設、学校、保育所等においては、同提言で示された施

設の特性に応じた留意点を踏まえ効果的な換気を実施すること等を促す。  

2) 医療機関・高齢者施設等、学校・保育所等における感染対策   

① 医療機関・高齢者施設等     

感染が拡大している状況において、市中で感染がまん延し地域の感染状況が悪化している場合には、

まず､院内・施設内に感染を持ち込まないようにするため､職員の検査や入院時・入所時のスクリーニ

ングを強化する。     

院内・施設内の感染対策については、感染が持ち込まれることを想定し、感染を拡大させないため

に、基本的な感染対策を徹底する。 

それでもクラスターが起こり得ることを前提に平時から準備（医療支援の体制確保、業務継続体制

の確保、感染者の周囲への一斉検査の実施等）を行う。 

こうした考え方に基づき、令和４年 10月 13日のコロナ分科会の提言を踏まえた具体的な対策を実

施する。なお、医療機関においては感染対策のガイドライン等（学会の作成したガイドラインや「新

型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）診療の手引き」）、高齢者施設等においては「介護現場にお

ける感染対策の手引き」に基づく対応を徹底する。 

② 学校・保育所等 

学校・保育所等での感染対策については､子供の教育機会を可能な限り確保するとともに、子供や教

育現場、医療現場の負担に配慮して効果的・効率的な対策に取り組む。 

また、同年秋以降の感染拡大においては、季節性インフルエンザとの同時流行が予想されており、

子供が流行の主体である季節性インフルエンザの感染対策も念頭において、体調不良時に登校や登園

を控える、部活動を含めた学校内での換気等による感染対策を推進する。 

こうした考え方に基づき、令和４年 10月 13日のコロナ分科会の提言を踏まえ、具体的な対策を実

施する。なお、学校・保育所等においては、この他に以下のことに留意する。 

（学校における取組） 

・ 「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえた対応を基

本としつつ、身体的距離が十分に確保できないときは、児童生徒にマスクの着用を指導する。その

上で、地域の実情に応じつつ、十分な身体的距離が確保できる場合や体育の授業ではマスクの着用

は必要ないこと、気温・湿度や暑さ指数が高い夏場においては熱中症対策を優先し、マスクを外す

こと等を指導する。加えて、運動部活動でのマスクの着用については、体育の授業における取扱い

に準じつつ、接触を伴うものをはじめ活動の実施に当たっては、各競技団体が作成するガイドライ

ン等も踏まえて対応するとともに、活動の実施中以外の練習場所や更衣室等の共用エリアの利用、

部活動前後の集団での飲食の場面や移動に当たっては、マスクの着用を含めた感染対策を徹底する。 

・ 地域の実情に応じ、小学校等内で感染者が複数確認された場合の関係する教職員等に対する検査

の実施等を行う。 

・ 学齢期の子供がいる医療従事者等の負担等の家庭・地域の社会経済的事情等を考慮し、学校全体

の臨時休業とする前に、地方公共団体や学校設置者の判断により、児童生徒等の発達段階等を踏ま

えた時差登校や分散登校、オンライン学習を組み合わせたハイブリッドな学習形態を実施する。ま

た、学校の臨時休業は、感染状況を踏まえ、学校設置者の判断で機動的に行い得るものであるが、

感染者が発生していない学校全体の臨時休業については、児童生徒等の学びの保障や心身への影響

等を踏まえ、慎重に検討する。 

・ なお、大学等においても適切に対応する。 

（保育所・認定こども園等における取組） 

・  保育所等が果たす社会的機能を維持するため原則開所を要請するとともに、医療従事者等の社会
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機能維持者等の就労継続が可能となるよう、休園した保育所等の児童に対する代替保育を確保する

など、地域の保育機能を維持する。 

・ 「保育所における感染症対策ガイドライン」等を踏まえた対応を基本としつつ、感染リスクが高

い活動を避けるとともに、児童をできるだけ少人数のグループに分割するなど、感染を広げない形

での保育の実践を行う。 

・ ２歳未満児のマスク着用は奨めない。２歳以上児についても、個々の発達の状況や体調等を踏ま

える必要があることから、他者との身体的距離にかかわらず、マスク着用を一律には求めない。 

・ なお、施設内に感染者が生じている場合などにおいて、可能な範囲で、マスクの着用を求めるこ

とは考えられる。 

マスクを着用する場合には、息苦しくないか、嘔吐していないかなどの子供の体調変化に十分注

意するほか、本人の調子が悪い場合などは無理して着用させずに外させること。さらに児童や保護

者の意図に反してマスクの着用を実質的に無理強いすることにならないよう、現場に対して留意点

を丁寧に周知し、適切な運用につなげる。 

・ 地域の実情に応じ、感染者が発生した場合の早期の幅広い検査の実施等を行う。 

3) 保健医療への負荷が高まった場合の対応 

令和３年 11月８日のコロナ分科会提言で示されたレベル分類について、医療のひっ迫度に着目する基

本的な考え方は維持しながら、オミクロン株に対応し、外来医療の状況等に着目したレベル分類（以下

「新レベル分類」という｡）に見直した上で、各段階に応じた感染拡大防止措置を講じる。 

また､「今秋以降の感染拡大で保健医療への負荷が高まった場合の対応について」（令和４年 11月 18

日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に基づき、新レベル分類における各段階に応じた協力要請・

呼びかけを行う。  

① 「医療ひっ迫防止対策強化宣言」に基づく対策新レベル分類の「レベル３ 医療負荷増大期」にお

いては、地域の実情に応じて、都道府県が「医療ひっ迫防止対策強化宣言」を行い、住民に対して、

感染拡大の状況や、医療の負荷の状況に関する情報発信を強化するとともに、より慎重な行動の協力

要請・呼びかけを実施すること、事業者に対して、多数の欠勤者を前提とした業務継続体制の確保に

関する協力要請・呼びかけを実施すること等を選択肢とした取組を行う。国は、当該都道府県を「医

療ひっ迫防止対策強化地域」と位置付け、既存の支援に加え、必要に応じて支援を行う。  

② 「医療非常事態宣言」に基づく対策新レベル分類の「レベル３ 医療負荷増大期」において、急速

な感染拡大が生じている場合や、上記の「医療ひっ迫防止対策強化宣言」に基づく対策を講じても感

染拡大が続き、医療が機能不全の状態になり、社会インフラの維持にも支障が生じる段階（新レベル

分類の「レベル４ 医療機能不全期」）になることを回避するために、地域の実情に応じて、都道府

県が「医療非常事態宣言」を行い、国は、当該都道府県を「医療非常事態地域」として位置付ける。

当該都道府県は、住民及び事業者に対して、人との接触機会の低減について、より強力な要請・呼び

かけを行う。 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

二の全般的な方針を踏まえ、主として以下の重要事項に関する取組を進める。  

⑴ 情報提供・共有 

① 政府は、地方公共団体と連携しつつ、以下の点について、国民の共感が得られるようなメッセージを発

出するとともに、状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資する啓発を進めるとと

もに、冷静な対応をお願いする。 

・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。 

・ 国民に分かりやすい疫学解析情報の提供。 

・ 医療提供体制及び検査体制に関する分かりやすい形での情報の提供。特に、感染状況が悪化し、医療

提供体制がひっ迫した場合には､その影響を具体的に分かりやすい形で示すこと。 

・ 変異株についての正確で分かりやすい情報の提供。 

・ 「三つの密」の回避や「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗い等の手指衛生」、「換気」を
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はじめとした基本的な感染対策の徹底等、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着に向けた周知。  

なお、本人の意に反してマスクの着脱を無理強いすることにならないよう、丁寧に周知する。 

・ 業種別ガイドライン等の実践。特に、飲食店等について、第三者認証を取得している飲食店等を利用

するよう、促すこと。 

・ 風邪症状等体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠席、外出・移動自粛等の呼びかけ。 

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、あらかじめ厚生労働省が定める方法に要がある

ことの周知。 

・ 新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の考え方を分かりやすく周知すること。 

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係者その他の対策に携わった方々に対する

誤解や偏見に基づく差別を行わないことの呼びかけ。 

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周知。 

・ 地域独自の二次元バーコード等による通知システム等の利用の呼びかけ。  

② 政府は、広報担当官を中心に官邸のウェブサイトにおいて厚生労働省等関係省庁のウェブサイトへのリ

ンクを紹介するなどして有機的に連携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）等の媒体

も積極的に活用することで、迅速かつ積極的に国民等への情報発信を行う。  

③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていない層に十分な情報が行き届くよう、丁寧

な情報発信を行う。  

④ 厚生労働省は、感染症やクラスターの発生状況について迅速に情報を公開する。  

⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に滞在する邦人等への適切な情報提供、支

援を行う。  

⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え､企業等の海外出張又は長期の海外滞在のある事業所、留学や旅行

機会の多い大学等においても、帰国者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・確認や、帰国者に

対する自宅等待機等の必要な対策を講じるよう周知を図る。  

⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府に対し帰国時・入国時の手続や目的地までの交

通手段の確保等について適切かつ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策につなげる。ま

た、政府は､日本の感染対策や感染状況の十分な理解を醸成するよう、諸外国に対して情報発信に努める。 

⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段により住民に対して地域の感染状況に応

じたメッセージや注意喚起を行う。  

⑨ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査により得られた情報を分析し、今後

の対策に資する知見をまとめて、国民に還元するよう努める。  

⑩ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文書の管理に関するガイドライン（平成 23

年４月１日内閣総理大臣決定）に基づく「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた対応を行う。地

方公共団体も、これに準じた対応に努める。 

⑵ ワクチン接種政府、都道府県及び市町村は、以下のように新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種

を行う。  

① 新型コロナウイルス感染症に係る従来株によるワクチンの接種目的は、１～３回目接種は、新型コロナ

ウイルス感染症の重症化予防・発症予防等、４回目接種は重症化予防である。  

② 予防接種については、予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律（令和２年法律第 75号）による改正

後の予防接種法（昭和 23年法律第 68号）に基づく臨時接種の特例として、厚生労働大臣の指示の下、都

道府県の協力により市町村において実施する。  

③ 予防接種の実施体制等については、令和３年２月９日の「新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接

種について」（内閣官房及び厚生労働省）を踏まえ接種を円滑かつ効率的に実施する観点に立って行う。  

④ オミクロン株対応ワクチンの接種については、令和４年秋開始接種として、12歳以上の１回目・２回目

接種（初回接種）を完了した者を対象に実施しており、まだ接種していない方に対して接種の積極的な検

討を呼びかけていく。  

⑤ 何らかの理由でオミクロン株対応ワクチン以外のワクチンの接種を希望する者については、令和４年秋
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開始接種として従来型の武田社ワクチン（ノババックス）を接種することを可能とする。  

⑥ ５歳から 11歳までの子供や生後６か月から４歳までの乳幼児について、ワクチン接種を着実に進めてい

く。  

⑦ 予防接種法に基づく健康被害が生じた場合の救済措置や副反応疑い報告等について、適切に実施する。  

⑧ 予防接種は最終的には個人の判断で接種されるものであることから､予防接種に当たっては、リスクとベ

ネフィットを総合的に勘案し接種の判断ができる情報を提供することが必要である。 

 その上で、政府は、国民に対して、ワクチンの安全性及び有効性についての情報を提供するなど、的確

かつ丁寧なコミュニケーション等を進め､幅広く予防接種への理解を得るとともに国民が自らの意思で接

種の判断を行うことができるよう取り組む。  

⑨ ワクチンについて、国内で開発・生産ができる体制を確立しておくことは、危機管理上も極めて重要で

あり、国内での開発・生産の基盤整備を進める。 

⑶ サーベイランス・情報収集  

① 発生届の対象者の見直しに伴い、ＨＥＲ-SYSの追加機能により、医療機関の患者数及び健康フォローア

ップセンターの登録者数を集計することで感染者の総数の把握を継続する。  

② 厚生労働省及び都道府県等は、感染が拡大する傾向がみられる場合はそれを迅速に察知して的確に対応

できるよう、戦略的サーベイランス体制を整えておく必要がある。 

 また、政府と都道府県等で協働して今後の感染拡大局面も見据えた準備を進めるため、厚生労働省は、

財政的な支援をはじめ必要な支援を行い、都道府県等は、相談・検体採取・検査の一連のプロセスを通じ

た対策を実施する。  

③ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽減を図りつつ、患者等に関する情報を関係者で迅速に

共有するため､都道府県別の陽性者数等の統計データの収集・分析を行うとともに、その結果を適宜公表し、

より効果的・効率的な対策に活用していく。  

④ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強化を図る。  

⑤ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、地域の感染状況や保健所の実施体制等に応じて、積

極的疫学調査を実施し、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自粛の要請等を行うとともに、感染

拡大の規模を的確に把握し､適切な感染対策を行うことを原則としつつ、オミクロン株の特徴（潜伏期間と

発症期間が短い）や感染拡大の状況を踏まえ、地域の実情に応じ、保健所等による積極的疫学調査につい

ては、医療機関や高齢者施設等、特に重症化リスクが高い方々が入院・入所している施設における感染事

例に集中化する。  

このような状況においては、国民ひとりひとりが基本的な感染対策を徹底することが重要である。特に、

症状がある場合などには、保健所等による濃厚接触者の特定等を待つことなく、出勤、登校等の自粛を含

めた感染対策を自主的に講じることが重要である。  

その上で、積極的疫学調査の実施及び濃厚接触者の特定について、保健所等による対応が可能な自治体

においては、引き続き、幅広く行うこととしつつ、オミクロン株が主流の間は、濃厚接触者の感染リスク

が低い事業所等において、保健所等による濃厚接触者の特定を行わない場合は、出勤については一律に制

限を行わず、感染者と接触があった者に対して、重症化リスクの高い方との接触や感染リスクの高い場所

への外出を控えることを促す等、状況に応じた自主的な感染対策の徹底を求める。一方で、重症化リスク

の高い方が入院・入所している医療機関や高齢者施設等について、当該施設等からの報告等に基づき、濃

厚接触者の特定を含めた積極的疫学調査を集中的に実施し、行動制限を求める。また、感染するリスクの

高い家庭内の濃厚接触者についても、保健所等による特定・行動制限を実施する。  

⑥ オミクロン株の濃厚接触者の待機期間について、これまでに得られた科学的知見に基づき、14日から 10

日に、10日から７日に短くしており、さらに令和４年７月 22日には７日から５日に短縮した。また、２

日目と３日目に２日続けて検査が陰性であった場合には、３日目に待機を解除する取扱いを実施できるこ

ととする。加えて、医療機関、高齢者施設等や保育所､幼稚園、小学校等の従事者について、一定の要件の

下、毎日検査による業務従事を可能とする。  

⑦ 都道府県等は、新たな変異株が確認された場合には、国立感染症研究所の評価・分析を踏まえ、入院措
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置・勧告、宿泊療養等の措置を適切に講じる。厚生労働省は、国立感染症研究所と連携して、変異株の国

内症例の評価・分析を行う。 

⑧ 厚生労働省は、市中での感染状況を含め国内の流行状況等を把握するため、抗体保有状況に関する調査

等有効なサーベイランスを実施する。また、いわゆる超過死亡については、新型コロナウイルス感染症に

おける超過死亡を推計し、適切に把握する。国立感染症研究所における新型コロナウイルス検出方法等の

検討や下水サーベイランスを活用した新型コロナ調査研究を支援するなど、引き続き、下水サーベイラン

ス活用について検証を加速する。  

⑨ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ECMOの保有・稼働状況等を迅速に把握する医療機関等情報

支援システム（Ｇ-MIS）を構築・運営し、医療提供状況やＰＣＲ検査等の実施状況等を一元的かつ即座に

把握するとともに、都道府県等にも提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。  

⑩ 厚生労働省は、新型コロナウイルス感染症に関する罹患後症状、いわゆる後遺症について、調査・研究

を進める。  

⑪ 都道府県等は、感染症法第 12条及び第 15条に基づき、地方公共団体間での迅速な情報共有を行うとと

もに、都道府県は、令和３年 11月８日のコロナ分科会提言等も参考に、都道府県下の感染状況について、

リスク評価を行う。 

⑷ 検査  

① 地方衛生研究所や民間の検査機関等の関係機関における検査体制の一層の強化、地域の関係団体と連携

した地域外来・検査センターの設置等を進めるとともに、新しい検査技術についても医療現場に迅速に導

入する。  

② 都道府県等は、集中的実施計画を策定し、感染多数地域の高齢者施設、保育所、幼稚園、小学校等の従

業者等に対する検査の頻回実施を行う。また、感染が収束傾向にある地域であっても、地域の実情に応じ、

感染者が発生した場合に早期の幅広い検査を実施する。 

  また、感染が拡大している地域においては、高齢者施設等の有症状の入所者・従事者等に対し、幅広い

検査を実施する。 

多数の感染者やクラスターが発生している地域においては、感染者が一人も発生していない施設等であ

っても、医療機関、高齢者施設等の従事者、入院・入所者全員に対して一斉検査を行う。特に、クラスタ

ーが複数発生している地域では、感染が生じやすく拡大しやすい場所・集団に対して積極的に検査を行う。 

緊急事態措置区域や重点措置区域においては、保健所の判断を待たずに、医師による陽性者の同居家族

等への検査を促進する。 

③ また、新規薬剤の導入に伴い早期診断がより重要となる観点や、軽度であっても症状が現れた場合に、

早期に陽性者を発見することによって感染拡大を防止する観点から、政府は、早期の受診と診療・検査医

療機関での抗原定性検査キットを活用した迅速な検査を促すとともに、有症状者が医療機関の受診に代え

て抗原定性検査キット等を活用し自ら検査する体制の整備を進める。抗原定性検査キットについては、国

が買取保証を行い緊急の増産・輸入要請をすること等により、感染拡大による急激な需要増や経済活動の

ニーズにも対応可能な量を確保できるようにする。 

④ さらに厚生労働省及び都道府県等は連携して検査体制整備計画を強化し、ＰＣＲ検査・抗原定量検査能

力の引き上げ等を図る。 

⑤ また、職場においても、健康観察アプリも活用しつつ、軽症状者に対する抗原定性検査キット等を活用

した検査を実施するよう促すとともに、クラスターの発生が懸念される職場等において、地域の実情や必

要に応じて積極的疫学調査を実施する。 

この検査に用いる抗原定性検査キットについては、迅速かつ適切に検査が実施されるよう、検体採取に

関する注意点等を理解した職員等の管理下で検査を実施させる。 

⑥ さらに、家庭で体調不良を感じる者等が医療機関への受診を迷う場合等に自ら検査を行えるようにする

ため、政府は、抗原定性検査キットを薬局で入手できるようにしており、加えて、ＯＴＣ化によりインタ

ーネット等でも入手できるようにしている。 

⑦ 経済社会活動の中で希望により受ける民間検査については、感染症法第 16条の２に基づき、民間検査機
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関に精度管理や提携医療機関の決定等の協力を求めること等により環境整備を進めていく。  

⑧ 日常生活や経済社会活動における感染リスクを引き下げるためには、ワクチン接種や検査による確認を

促進することが有効であり、政府は､都道府県と連携しながら､ワクチン・検査パッゲージ制度又は対象者

全員検査を推奨する。 

⑨ 政府は、都道府県と連携しながら、令和４年３月 11日のコロナ分科会の中間とりまとめ「地方公共団体

や民間事業者等によるワクチン接種歴や検査結果確認の取組の考え方について」を踏まえ、飲食、イベン

ト、旅行等の活動に際してワクチン接種歴や陰性の検査結果を確認する地方公共団体や民間事業者等によ

る取組を推奨する。 

⑩ 政府は、必要な場合には、都道府県が、健康上の理由等によりワクチン接種を受けられない者を対象と

したワクチン・検査パッケージ又はそれ以外の者も対象とした対象者全員検査等の検査を予約不要、無料

とできるよう支援を行う。また、都道府県は、感染が拡大傾向にある場合には、都道府県知事の判断によ

り、法第 24条第９項に基づき、感染に不安を感じる無症状者に対して、ワクチン接種者を含めて検査を受

けることを要請するものとする。この場合において、都道府県はあらかじめ政府と協議するものとする。

政府は、都道府県が当該要請に基づき検査を受検した者については、検査費用を無料とすることができる

よう支援を行う。 

⑸ まん延防止  

1) 緊急事態措置区域における取組等 （飲食店等に対する制限等） 

① 特定都道府県は、感染リスクが高いと指摘されている飲食の場を避ける観点から、法第 45条第２項等

に基づき、酒類又はカラオケ設備を提供する飲食店等（飲食業の許可を受けていないカラオケ店及び利

用者による酒類の店内持込みを認めている飲食店を含む。酒類及びカラオケ設備の提供（利用者による

酒類の店内持込みを含む｡）を取り止める場合を除く｡）に対して休業要請を行うとともに、上記以外の

飲食店（宅配・テイクアウトを除く｡）に対して、営業時間の短縮（20時までとする｡）の要請を行うも

のとする。ただし、都道府県知事の判断により、第三者認証制度の適用店舗（以下「認証店」という｡）

において 21時までの営業（酒類提供も可能）もできることとするほか、認証店及び飲食を主として業と

していない店舗において、対象者全員検査を実施した場合には、収容率の上限を 50％としつつ、カラオ

ケ設備を提供できることとする。 

その際、命令、過料の手続に関しては､別途通知する手続に沿って行うことに留意しつつ、要請に応じ

ている店舗との公平性を保つことができるよう、命令等の適切な運用を図るものとする。 

② 特定都道府県は、法第 24条第９項に基づき、飲食店等及び飲食店等の利用者に対し、同一グループの

同一テーブルでの５人以上の会食を避けるよう要請するものとし、認証店における対象者全員検査を実

施した会食については、同一グループの同一テーブルでの５人以上の会食も可能とする。 

③ 以上の要請に当たっては、特定都道府県は、関係機関とも連携し、休業要請、営業時間の短縮や第三

者認証制度等の遵守を徹底するための対策・体制の更なる強化を行い、原則として全ての飲食店等に対

して見回り・実地の働きかけを行うとともに当該取組について適切に情報発信を行うものとする。また、

特定都道府県は、実効性ある第三者認証制度の普及と認証店の拡大に努めるものとする。 

④ 特定都道府県は、法第 45条第１項に基づき、路上・公園等における集団での飲酒等、感染リスクが高

い行動に対して必要な注意喚起や自粛の要請等を行うとともに実地の呼びかけ等を強化するものとする。 

⑤ 政府は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「地方創生臨時交付金」という｡）

に設けた「協力要請推進伜」により、営業時間短縮要請等と協力金の支払いを行う都道府県を支援する。

都道府県は、協力金支給に係る体制の強化等を図り、支給の迅速化に努めるものとする。 

（施設の使用制限等) 

特定都道府県は、地域の感染状況等に応じて、都道府県知事の判断により、法第 45条第２項等に基づき、

人数管理、人数制限、誘導等の｢入場者の整理等｣「入場者に対するマスクの着用の周知｣感染防止措置を実

施しない者の入場の禁止｣「会話等の飛沫による感染の防止に効果のある措置(飛沫を遮ることができる板

等の設置又は利用者の適切な距離の確保等)｣等、新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令(平成 25年

政令第122号。以下｢令｣という｡)第12条に規定する各措置について事業者に対して要請を行うものとする。 
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なお、人が密集すること等を防ぐため、「入場者の整理等｣を行う場合は、別途通知する取扱いを踏まえ、

事業者に要請を行うとともに､事業者に対して､入場整理等の実施状況をホームベージ等を通じて広く周知

するよう働きかけるものとする。 

（イベント等の開催制限) 

① 特定都道府県は、当該地域で開催されるイベント等(別途通知する集客施設等を含む｡)について、観客

の広域的な移動やイベント等の前後の活動等で生じる、イベント等に係る感染拡大リスクを抑制し、また、

イベント等における感染防止策等を徹底する観点等から、主催者等に対して、法第 24条第９項に基づき、

以下を目安とする規模要件等を設定し、その要件に沿った開催の要請を行うものとする。  

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による確認を受けた場合、人数上限 10,000人かつ収容率の上

限を 100％とする。さらに、対象者全員検査を実施した場合には、人数上限を収容定員までとすること

を可能とする。  

・ それ以外の場合は、人数上限 5,000人かつ収容率の上限を 50％(大声あり)・100％(大声なし)とする。

なお、この場合、都道府県が定める様式に基づく感染防止策等を記載したチェックリストを主催者等が

作成・公表することとする。 

② 特定都道府県は、イベント等の開催に当たっては、その規模に関わらず､｢三つの密｣が発生しない席の

配置や｢人と人との距離の確保｣、｢マスクの着用｣、イベントの開催中や前後における選手、出演者や参加

者等に係る主催者等による行動管理等、基本的な感染防止策が講じられるよう、主催者等に対して強く働

きかけるとともに、参加者名簿を作成して連絡先等を把握しておくこと等について、主催者等に周知する

ものとする。  

（外出・移動） 

特定都道府県は、法第 45条第１項に基づき、混雑した場所や感染リスクが高い場所への外出・移動の自

粛について協力の要請を行うものとする。特に、感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請又は営

業時間短縮の要請に応じていない飲食店等の利用を厳に控えることについて、住民に徹底する。また、不

要不急の帰省や旅行等都道府県間の移動は、極力控えるように促す。この場合において、対象者全員検査

を受けた者は、その対象としないことを基本とする。  

（その他） 

① 特定都道府県は｢三つの密｣を徹底的に避けるとともに、｢人と人との距離の確保｣｢マスクの着用｣「手洗

い等の手指衛生｣等の基本的な感染対策を徹底するとともに、あらゆる機会を捉えて、令和２年４月 22日

の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議(以下｢専門家会議｣という｡)で示された｢10のポイント｣、同

年５月４日の専門家会議で示された｢新しい生活様式の実践例｣、同年 10月 23日のコロナ分科会で示され

た､｢感染リスクが高まる｢５つの場面｣｣等を活用して住民に周知を行うものとする。 

② 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、業種別ガイドライン等を実践するなど、自主的

な感染防止のための取組を進める。その際、政府は、専門家の知見を踏まえ、関係団体等に必要な情報提

供や助言等を行う。 

③ 特定都道府県は、緊急事態措置区域における取組として、上記の要請等の取組を行うに当たっては、あ

らかじめ政府と迅速に情報共有を行う。 

2) 重点措置区域における取組等 

重点措置区域である都道府県においては、まん延防止等重点措置が、地域の感染状況に応じて、期間、区

域、業態を絞った措置を機動的に実施できる仕組みであり、発生の動向等を踏まえた集中的な対策により、

地域的に感染を抑え込み、都道府県全域への感染拡大、更には全国的かつ急速なまん延を防ぐ趣旨で創設さ

れたものであることを踏まえ、感染リスクが高く感染拡大の主な起点となっている場面に効果的な対策を徹

底するものとする。また、都道府県知事は、区域を指定するに当たって市町村単位や一定の区画を原則とす

るなど、期間、区域、業態を定めるに当たっては、効果的な対策となるよう留意する。 

（飲食店等に対する制限等）  

① 都道府県は、感染リスクが高いと指摘されている飲食の場を避ける観点から、都道府県知事の判断によ

る上記の重点措置を講じるべき区域（以下「措置区域」という｡）において、法第 31条の６第１項等に基
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づき、認証店以外の飲食店（宅配・テイクアウトを除く｡）に対する営業時間の短縮（20時までとする｡）

の要請を行うとともに、酒類の提供を行わないよう要請するものとする。また、認証店に対しては、営業

時間の短縮（21時までとすることを基本とする｡）の要請を行うこととする。この場合において、地域の

感染状況等を踏まえ、都道府県知事の判断により、酒類の提供を行わないよう要請することも可能とする

（また、都道府県知事の判断によっては、営業時間の短縮の要請を行わないことも可能とする｡）。  

その際、命令、過料の手続に関しては､別途通知する手続に沿って行うことに留意しつつ、要請に応じ

ている店舗との公平性を保つことができるよう、命令等の適切な運用を図るものとする。  

② 都道府県は、措置区域において、法第 24条第９項に基づき、飲食店等及び飲食店等の利用者に対し､同

一グループの同一テーブルでの５人以上の会食を避けるよう要請するものとし、認証店における対象者全

員検査を実施した会食については、同一グループの同一テーブルでの５人以上の会食も可能とする（都道

府県知事の判断により、ワクチン・検査パッケージ制度を適用し、上記の取扱いを行うことを可能とする｡）。  

③ 上記の各要請に当たっては、都道府県は、関係機関とも連携し、営業時間の短縮や第三者認証制度等の

遵守を徹底するための対策・体制の更なる強化を行い、原則として措置区域内の全ての飲食店等に対して

見回り・実地の働きかけを行うとともに、当該取組について適切に情報発信を行うものとする。また、都

道府県は、実効性ある第三者認証制度の普及と認証店の拡大に努めるものとする。  

④ 政府は、地方創生臨時交付金に設けた「協力要請推進枠」により、飲食店に対して営業時間短縮要請と

協力金の支払いを行う都道府県を支援する。都道府県は、協力金支給に係る体制の強化等を図り、支給の

迅速化に努めるものとする。 

（施設の使用制限等）  

都道府県は、地域の感染状況等に応じて、都道府県知事の判断により、法第 31条の６第１項等に基づ

き、「入場をする者の整理等」「入場をする者に対するマスクの着用の周知」「感染防止措置を実施しない

者の入場の禁止」「会話等の飛沫による感染の防止に効果のある措置（飛沫を遮ることができる板等の設

置又は利用者の適切な距離の確保等）」等、令第５条の５に規定する各措置について事業者に対して要請

を行うものとする。なお、人が密集すること等を防ぐため､「入場をする者の整理等」を行う場合は、別

途通知する取扱いを踏まえ、事業者に要請を行うものとする。 

（イベント等の開催制限）  

① 都道府県は、当該地域で開催されるイベント等（別途通知する集客施設等を含む｡）について、観客の

広域的な移動やイベント等の前後の活動等で生じる感染拡大リスクを抑制するため、イベント等の前後の

活動における基本的な感染対策の徹底や直行直帰の呼びかけ等を行うものとする。また、イベント等にお

ける感染防止策等を徹底する観点等から、主催者等に対して、法第 24条第９項に基づき、地域の実情に

応じ、以下を目安とする規模要件等を設定し、その要件に沿った開催の要請を行うものとする。 

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による確認を受けた場合、人数上限は収容定員までかつ収容率

の上限を 100％とすることを基本とする。 

・ それ以外の場合は、人数上限 5,000人かつ収容率の上限を 50%(大声あり)・100％(大声なし)とする。

なお、この場合、都道府県が定める様式に基づく感染防止策等を記載したチェックリストを主催者等

が作成・公表することとする。  

② 都道府県は、イベント等の開催に当たっては、その規模に関わらず､｢三つの密｣が発生しない席の配置

や｢人と人との距離の確保｣ニマスクの着用｣、イベントの開催中や前後における選手、出演者や参加者等

に係る主催者等による行動管理等、基本的な感染防止策が講じられるよう、主催者等に対して強く働きか

けるとともに、参加者名簿を作成して連絡先等を把握しておくこと等について、主催者等に周知するもの

とする。 

（外出・移動)  

① 都道府県は、措置区域において、法第 31条の６第２項に基づき、上記により営業時間の変更を要請し

た時間以降、飲食店にみだりに出入りしないよう、住民に対して要請等を行うものとする。  

② 都道府県は、措置区域において、法第 24条第９項に基づき、混雑した場所や感染リスクが高い場所へ

の外出・移動の自粛及び感染対策が徹底されていない飲食店等の利用を自粛すること等について、住民に
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対して協力の要請を行うものとする。  

都道府県間の移動については、移動先での感染リスクの高い行動を控えるよう促すものとする。また、

都道府県知事の判断により、不要不急の都道府県間の移動、特に緊急事態措置区域との往来は、極力控え

るように促すことができることとする。この場合において、対象者全員検査を受けた者は、その対象とし

ないことを基本とする(都道府県知事の判断により、ワクチン・検査パッケージ制度を適用し、上記の取

扱いを行うことを可能とする｡)。 

（その他)  

① 都道府県は､｢三つの密｣を徹底的に避けるとともに、｢人と人との距離の確保｣｢マスクの着用｣｢手洗い等

の手指衛生｣等の基本的な感染対策を徹底するとともに、あらゆる機会を捉えて、令和２年４月 22日の専

門家会議で示された｢10のポイント｣、５月４日の専門家会議で示された｢新しい生活様式の実践例｣、10

月 23日のコロナ分科会で示された､｢感染リスクが高まる｢５つの場面｣｣等を活用して住民に周知を行う。  

② 都道府県は、重点措置区域における取組として､上記の要請等の取組を行うに当たっては、あらかじめ

政府と迅速に情報共有を行う。 

3) 緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府県における取組等 

（飲食店等に対する制限等)  

① 都道府県は、実効性ある第三者認証制度の普及と認証店の拡大に努めるものとする。  

② 都道府県は、感染拡大の傾向がみられる場合(オミクロン株と同程度の感染力・病原性の変異株による

感染拡大の場合を除く｡)には、法第 24条第９項に基づき、飲食店に対する営業時間の短縮の要請を行うも

のとする。この場合において認証店以外の店舗については 20時までとし、認証店については要請を行わな

いことを基本とする。  

③ 都道府県は、感染拡大の傾向がみられる場合には、必要に応じて、法第 24条第９項に基づき、飲食店

等及び飲食店等の利用者に対し、同一グループの同一テーブルでの５人以上の会食を避けるよう要請する

ものとし、認証店における対象者全員検査を実施した会食については、同一グループの同一テーブルでの

５人以上の会食も可能とする(都道府県知事の判断により、ワクチン・検査パッケージ制度を適用し、上記

の取扱いを行うことを可能とする｡)。  

④ 上記の要請に当たっては、都道府県は、営業時間の短縮や第三者認証制度等の遵守を徹底するための見

回り・実地の働きかけを進めるものとする。 

（施設の使用制限等)  

① 都道府県は、これまでにクラスターが発生しているような施設や「三つの密｣のある施設については、

地域の感染状況等を踏まえ、施設管理者等に対して必要な協力を依頼するものとする。 

② 都道府県は、感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、政府と連携して、施設

の使用制限等を含めて、速やかに施設管理者等に対して必要な協力の要請等を行うものとする。 

（イベント等の開催制限) 

① 都道府県は、当該地域で開催されるイベント等について、観客の広域的な移動やイベント等の前後の活

動等で生じる感染拡大リスクを抑制するため、イベント等の前後の活動における基本的な感染対策の徹底

等を行うものとする。また、イベント等における感染防止策等を徹底する観点等から、主催者等に対して、

法第 24条第９項に基づき、地域の実情に応じ、以下を目安とする規模要件等を設定し、その要件に沿っ

た開催の要請を行うものとする。  

・ 感染防止安全計画を策定し、都道府県による確認を受けた場合、人数上限は収容定員までかつ収容率

の上限を 100％とすることを基本とする。  

・ それ以外の場合は、人数上限 5,000人又は収容定員 50％のいずれか大きい方、かつ収容率の上限を

100％とすることを基本とする。この場合、都道府県が定める様式に基づく感染防止策等を記載したチ

ェックリストを主催者等が作成・公表することとする。 

② 都道府県は、イベント等の開催に当たっては、その規模に関わらず、「三つの密｣が発生しない席の配置

や｢人と人との距離の確保｣「マスクの着用｣、イベントの開催中や前後における選手、出演者や参加者等

に係る主催者等による行動管理等、基本的な感染防止策が講じられるよう、主催者等に対して強く働きか
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けるものとする。 

③ 都道府県は、感染拡大の兆候やイベント等におけるクラスターの発生があった場合、政府と連携して、

人数制限の強化等を含めて、速やかに主催者等に対して必要な協力の要請等を行うものとする。  

（外出・移動) 

① 都道府県は、帰省や旅行等、都道府県をまたぐ移動は､｢三つの密｣の回避を含め基本的な感染対策を徹

底するとともに、移動先での感染リスクの高い行動を控えるよう促すものとする。また、都道府県知事の

判断により、緊急事態措置区域及び重点措置区域への不要不急の移動は、極力控えるように促すことがで

きることとする。この場合において、対象者全員検査を受けた者は、その対象としないことを基本とする

(都道府県知事の判断により、ワクチン・検査パッケージ制度を適用し、上記の取扱いを行うことを可能

とする｡)。 

② 都道府県は、業種別ガイドライン等を遵守している施設等の利川を促すものとする。 

③ 都道府県は、感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、政府と連携して、混雑

した場所や感染リスクが高い場所への外出の自粛に関して速やかに住民に対して必要な協力の要請等を

行うものとする。  

（その他) 

① 都道府県は、感染拡大の防止と経済社会活動の維持との両立を持続的に可能としていくため､｢新しい生

活様式｣の経済社会全体への定着を図るものとする。 

② 都道府県は、感染の状況等を継続的に監視し、その変化が認められた場合、住民に適切に情報提供を行

い、感染拡大への警戒を呼びかけるものとする。 

③ 都道府県は､感染拡大の傾向がみられる場合には､地域における感染状況や公衆衛生体制・医療提供体制

への負荷の状況について十分、把握・分析を行い、地域の実情に応じて、法第 24条第９項に基づく措置

等を講じるものとする。 

④ 都道府県は、緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府県における取組として、上記の要請等を

行うに当たっては、あらかじめ政府と迅速に情報共有を行う。 

4) 職場への出勤等 

（都道府県から事業者への働きかけ）  

① 都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう働きかけを行うものとする。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距離確保、

事業場の換気励行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、軽症状者に

対する抗原定性検査キット等を活用した検査、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活

用、昼休みの時差取得、社員寮等の集団生活の場での対策等）や「三つの密」等を避ける行動を徹底す

るよう、実践例も活用しながら促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙

室等）に注意するよう周知すること。 

・ 感染防止策の徹底のため、二酸化炭素濃度測定器等の設置を支援するとともに、ビル管理者等に対し

て、換気の状況を二酸化炭素濃度測定器により確認する場合の留意点等を周知すること。 

・ さらに、職場や店舗等に関して､業種別ガイドライン等を実践するよう働きかけること。 

・ 高齢者や基礎疾患を有する者等重症化リスクの高い労働者、妊娠している労働者及び同居家族にそう

した者がいる労働者については、本人の申出等を踏まえ､在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等の感染予

防のための就業上の配慮を行うこと。 

・ 職場においても、健康観察アプリも活用しつつ、軽症状者に対する抗原定性検査キット等を活用した

検査を実施するよう促すこと。  

② 特定都道府県は、事業者に対して、上記①に加え、以下の取組を行うよう働きかけを行うものとする。 

・ 職場への出勤について、人の流れを抑制する観点から、出勤者数の削減の目標を定め、在宅勤務（テ

レワーク）の活用や休暇取得の促進等の取組を推進すること。 

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の大との接触を低減する取組を強力に推進するこ

と。 
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・ 職場においては､「感染リスクが高まる「５つの場面」」を避ける行動を徹底するよう、実践例も活用

しながら促すこと。 

・別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業務を支援す

る事業者においては､「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分な感染防止策を講じるととも

に、感染者や濃厚接触者が発生し、欠勤者が多く発生する場合においても、感染防止に配慮しつつ、事

業の特性を踏まえ､必要な業務を継続すること。  

③ 重点措置区域である都道府県においては、事業者に対して、上記①に加え、以下の取組を行うよう働き

かけを行うものとする。 

・ 人の流れを抑制する観点から、在宅勤務（テレワーク）の活用や休暇取得の促進等により、出勤者数

の削減の取組を推進するとともに、接触機会の低減に向け、職場に出勤する場合でも時差出勤、自転車

通勤等を強力に推進すること。 

・ 職場においては､「感染リスクが高まる「５つの場面」」を避ける行動を徹底するよう、実践例も活用

しながら促すこと。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者及びこれらの業務を支援

する事業者においては､「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分な感染防止策を講じるとと

もに、感染者や濃厚接触者が発生し、欠勤者が多く発生する場合においても、感染防止に配慮しつつ、

事業の特性を踏まえ､必要な業務を継続すること。  

④ 緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府県においては、事業者に対して、上記①に加え、以下

の取組を行うよう働きかけを行うものとする。 

・ 在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤等、大との接触を低減する取組を推進すること。 

（政府等の取組）  

⑤ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテーション勤務、時差出勤、自転車通勤等、

人との接触を低減する取組を自ら進めるとともに、事業者に対して必要な支援等を行う。  

⑥ 政府は、上記①、②、③及び④に示された感染防止のための取組等を働きかけるため、特に留意すべき

事項を提示し、事業場への訪問等事業者と接する機会等を捉え、事業者自らが当該事項の遵守状況を確認

するよう促す。また、遵守している事業者に対策実施を宣言させるなど、感染防止のための取組が勧奨さ

れるよう促す。さらに経済団体に対し、在宅勤務（テレワーク）の活用等による出勤者数の削減の実施状

況を各事業者が自ら積極的に公表し、取組を促進するよう要請するとともに、公表された情報の幅広い周

知について、関連する事業者と連携して取り組む。 

5) 学校等の取扱い  

① 文部科学省は、学校設置者及び大学等に対して一律に臨時休業を求めるのではなく、地域の感染状況に

応じた感染防止策の徹底を要請する。幼稚園、小学校、中学校、高等学校等については、子供の健やかな

学びの保障や心身への影響の観点から、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニ

ュアル」等を踏まえた対応を要請する。健康観察表や健康観察アプリなども活用しながら、教職員及び児

童生徒等の健康観察を徹底するよう要請する。また、大学等については、感染防止と面接授業・遠隔授業

の効果的実施等による学修機会の確保の両立に向けて適切に対応することを要請する（緊急事態措置区域

においては、大学等の感染対策の徹底とともに、遠隔授業もより一層活用した学修者本位の授業の効果的

な実施による学生等の学修機会の確保を図る）。部活動、課外活動、学生寮における感染防止策、懇親会

や飲み会等については、学生等への注意喚起の徹底（緊急事態措置区域及び重点措置区域においては､部

活動や課外活動における感染リスクの高い活動の制限又は自粛（ただし、対象者全員検査の実施等により、

部活動や課外活動における感染リスクの高い活動について可能とする｡））を要請する。特に、発熱等の症

状がある学生等が登校や活動参加を控えるよう周知徹底を図る。また、教職員や受験生へのワクチン接種

が進むよう、大学拠点接種を実施する大学に対し、地域の教育委員会や学校法人が大学拠点接種会場での

接種を希望する場合の積極的な協力を依頼するとともに、地方公共団体に対し、大規模接種会場の運営に

当たり、教育委員会や私学担当部局がワクチン担当部局と連携し、希望する教職員や受験生へのワクチン

接種が進むよう取組を行うなどの配慮を依頼する。大学入試、高校入試等については、実施者において、
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感染防止策や追検査等による受験機会の確保に万全を期した上で、予定どおり実施する。  

② 都道府県は、学校設置者に対し、保健管理等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状況

や学校関係者の感染者情報について速やかに情報共有を行うものとする。  

③ 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等が果たす社会的機能を維持するため、感染防止策の徹底を

行いつつ、原則開所することを要請するとともに、感染者の発生等により休園することになった場合につ

いて、休園した園の児童を他の園や公民館等で代替保育を行う際の財政支援を行うことにより、市区町村

に対し､地域の保育機能を維持することを要請する。 

6）その他共通的事項等  

① 特定都道府県又は重点措置区域である都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態措置又は

まん延防止等重点措置を講じる。特定都道府県又は重点措置区域である都道府県は、緊急事態措置又はま

ん延防止等重点措置を講じるに当たっては、法第５条を踏まえ、必要最小限の措置とするとともに、講じ

る措置の内容及び必要性等について、国民に対し丁寧に説明する。  

② 政府及び地方公共団体は、緊急事態措置の実施に当たっては、事業者の円滑な活動を支援するため、事

業者からの相談窓口の設置、物流体制の確保及びライフライン維持のための万全の体制の確保等に努める。  

③ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の人が集まる施設における感染対策を徹底す

る。 

④ 政府は、事業者及び関係団体に対して、業種別ガイドライン等の実践と科学的知見等に基づく進化を促

し、オミクロン株の特性等を踏まえた業種別ガイドラインの改定を行うことを促す。 

⑤ 都道府県は、法第 24条第９項に基づき、事業者に対して、業種別ガイドラインを遵守するよう要請を

行うものとする。 

⑥ 医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を防止するため、厚生労働省と地方公共団体は、関係機

関と協力して、次の事項について周知する。 

・ 医療機関及び高齢者施設等において、患者及び利用者からの感染を防ぐため、感染が流行している地

域では、感染拡大防止の観点と、患者や利用者、家族の QOL (Quality of Life)を考慮して、入院患者、

利用者の外出、外泊についての対応を検討すること。 

・ 医療機関及び高齢者施設等における面会については、面会者からの感染を防ぐことは必要であるが、

面会は患者や利用者、家族にとって重要なものであり、地域における発生状況等も踏まえるとともに、

患者や利用者、面会者等の体調やワクチン接種歴、検査結果等も考慮し、対面での面会を含めた対応を

検討すること。 

・ 特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院について、当該障害児者の支援者は、障害児

者が医療従事者と意思疎通する上で極めて重要な役割を担っているため、当該障害児者が新型コロナウ

イルス感染症に罹患している場合も含めて、院内感染対策に配慮しつつ、可能な限り支援者の付添いを

受け入れることについて、対応を検討すること。 

⑦ 特定都道府県等は、面会に関する感染防止策の徹底、高齢者施設等や医療機関で感染が発生した場合に

おける保健所による感染管理体制の評価や支援チームの派遣、検査の実施等による感染制御・業務継続支

援の徹底を行う。 

⑧ 厚生労働省は、高齢者施設等における感染対策等の対応力強化の取組を、専門家派遣による研修や業務

継続計画の策定支援等により、引き続き、進める。 

⑹ 水際対策  

① 政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内での感染拡大を防止する観点から、今後も

新たな変異株が発生し得ることを見据え､「水際対策上特に対応すべき変異株」と従来株を含むそれ以外

の新型コロナウイルスに分類し、新たな変異株に関する知見、当該国の変異株の流行状況、日本への流入

状況等のリスク評価に基づき、必要な対応を行う。なお、厚生労働省は、関係省庁と連携し、健康観察に

ついて、保健所の業務負担の軽減や体制強化等を支援する。  

② 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえて、必要に応じ､国土交通省は、航空機の

到着空港の限定の要請、港湾の利用調整や水際・防災対策連絡会議等を活用した対応力の強化等を行うと
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ともに、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検討する。  

③ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法第 29条の適用も念頭に置きつつも、必要

に応じ、関係省庁と連携して、停留に利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を行うことで停留施設

の確保に努める。 

⑺ 医療提供体制の強化  

1) 病床の確保、臨時の医療施設の整備 

① 入院を必要とする者が、まずは迅速に病床又は臨時の医療施設等に受け入れられ、確実に入院につなげ

る体制を整備する。 

令和３年夏の各都道府県のピーク時においては最大約 2.8万人の入院が必要となったが、感染力が２倍

となった場合にも対応できるよう、各都道府県の「保健・医療提供体制確保計画」（令和３年 11月末策定）

において、ワクチン接種の進展等による感染拡大の抑制効果等も勘案しつつ、令和３年夏と比べて約３割

増（約１万人増）の約 3.7万人が入院できる体制を構築した。 

あわせて、入院調整中の方や重症化していないものの基礎疾患等のリスクがある方が安心して療養でき

るようにするため、臨時の医療施設・入院待機施設の確保により、令和３年夏と比べて約４倍弱（約 2.5

千人増）の約 3.4千人が入所できる体制を構築した。 

引き続き、都道府県の保健・医療体制確保計画に基づく病床の確保を維持し、感染拡大時には時機に遅

れることなく増床を進める。 

また、国・都道府県の協働による臨時の医療施設等の新増設、高齢者受入れを想定した介護対応力の強

化を図る。 

② 感染ピーク時に、確保した病床が確実に稼働できるよう、都道府県と医療機関の間において、要請が行

われてから確保病床を即応化するまでの期間や患者を受け入れることができない正当事由等について明

確化した書面を締結するとともに休床病床の運用の効率化を図りつつ、病床使用率を勘案した病床確保料

に見直しを行うこと等により、都道府県による病床確保努力を阻害することのないよう十分配慮した上で、

感染ピーク時において確保病床の使用率が８割以上となることを確保する。 

③ 妊産婦等の特別な配慮が必要な患者を含め、感染拡大時においても入院が必要な者が確実に入院できる

入院調整の仕組みを構築するとともに、フェーズごとの患者の療養先の振り分けが明確になるスコア方式

等を導入するなど、転退院先を含め療養先の決定を迅速・円滑化する。 

④ 都道府県は、関係機関の協力を得て、新型コロナウイルス感染症患者専用の病院や病棟を設定する重点

医療機関の指定等、地域の医療機関の役割分担を行うとともに、地域の関係団体の協力の下、地域の会議

体を活用して医療機能（重症者病床、中等症病床、回復患者の受入れ、宿泊療養、自宅療養）に応じた役

割分担を明確化した上で、保健・医療提供体制確保計画に沿って、段階的に病床を確保する。 

⑤ 都道府県は、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる医療機関の病床を効率的に活用するため、重

点医療機関以外の医療機関の受入れを推進する（早期退院患者や療養解除後の患者の受入先整備）。特に、

入院後４日目以降の時点で中等症Ⅱ以上の悪化が認められないオミクロン株の患者について、地域の実情

に応じ、医療機関から宿泊療養・自宅療養への療養場所の変更や早期退院患者を受け入れる医療機関への

転院について検討することを医療機関に対し推奨する。その際、陰性証明を求めないこととする。療養施

設（臨時の医療施設や入院待機施設、宿泊療養施設）等における介護対応力の強化を図るとともに、回復

患者の転院先となる後方支援医療機関を確保する取組を強化する｡退院基準を満たした患者について、高

齢者施設等における受入れを促進する取組を強化する。また、効率的な転院調整が行われるよう、地域の

実情に応じた転退院の仕組みを構築する。 

⑥ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、厚生労働省と都道府県は、関係機関と協力して、次の事

項に取り組む。  

・ 病室単位でのゾーニングによる柔軟で効率的な病床の活用を図り、通常医療との両立を推進。  

・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における動線分離等の感染防止策を徹底するとと

もに、妊産婦が感染した場合であっても、安心して出産し、産後の生活が送れるよう、関係機関との協

力体制を構築し、適切な支援を実施。また、関係機関と協力して、感染が疑われる妊産婦への早めの相
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談の呼びかけや、妊娠中の女性労働者に配慮した休みやすい環境整備等の取組を推進。  

・ 小児医療について、関係学会等の意見を聞きながら、診療体制を検討し、地方公共団体と協力して体

制を整備。  

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることができるよう、医療通訳の整備等を引き続き

強化。  

・ 高齢者施設で感染された方のうち、軽症で入院を要しない方々が施設内で安心して療養できるよう、

医師・看護師の派遣等による医療提供体制や高齢者施設における療養環境整備への支援を強化。  

・ 救急搬送について、コロナ疑い患者等の受け入れ促進の支援を強化。 

2) 自宅・宿泊療養者等への対応  

① 軽症であるなどにより、自宅での療養を希望する者は、抗原定性検査キットで自ら検査を行い、陽性の

場合、健康フォローアップセンターに連絡し、自宅療養する。高齢者や基礎疾患がある者、子供、妊婦な

ど受診を希望する者は、診療・検査医療機関を受診する。  

② 高齢者等重症化リスクの高い者への健康観察について、My ＨＥＲ-SYS等のシステムでの連絡を含めて、

迅速に連絡を行うとともに、適切な健康観察を実施できる体制を確保する。それ以外の者に対しては、体

調悪化時等に確実に繋がる健康フォローアップセンター等を設置し、急な体調変化時の連絡体制や適切な

医療機関紹介等の体制を確保する。 

また、医療機関等からの発生届はＨＥＲ-SYSを用いて行うことを基本とし、重症化リスクを把握し適切

な健康観察に繋げる。医師が必要とした場合のオンライン診療・往診、訪問看護の実施等については、都

道府県等が医療機関、関係団体等に地域の必要量を示し、委託契約や協定の締結等を推進しつつ、全国で

延べ約 3.4万の医療機関等と連携し、必要な健康観察・診療体制を構築する。 

保健所の体制強化については、感染拡大に対応できるよう、業務の外部委託や都道府県等における業務

の一元化、都道府県等の全庁体制を含めた体制を確保する。  

③ また、宿泊療養施設について、家庭内感染のリスク等に対応するため、約 6.6万室を確保する。 

④ さらに、高齢者等重症化リスクの高い自宅療養者等に対し、症状の変化に迅速に対応して必要な医療に

つなげ、また、重症化を未然に防止する観点から、パルスオキシメーターを配付できるようにする。治療

薬についても、中和抗体薬・経口薬については、入院に加えて外来・往診まで、様々な場面で投与できる

体制を全国で構築する。さらに､経口薬については、かかりつけ医と地域の薬局が連携することで、患者

が薬局に来所しなくても手に入れることができるような環境作りを支援する。 

⑤ かかりつけ医等の地域で身近な医療機関や受診叶目談センターを通じて、診療・検査医療機関を受診す

ることにより、適切な感染管理を行った上で、新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来医療を

提供する。また、都道府県等は、そのホームページにおいて、診療・検査医療機関を公表する仕組みを整

え、患者がより円滑に受診ができるよう、未だ公表していない診療・検査医療機関等に対し、公表を促す。

さらに、診療・検査医療機関の箇所数の増加に加えて、地域の感染状況に応じた診療時間等の拡大や、か

かりつけ以外の患者への対応など地域の実情に応じた取組を行う。 

⑥ 令和４年秋以降の新型コロナウイルスの感染拡大においては、これまでの感染拡大を大幅に超える感染

者数が生じることもあり得るとされており、また、季節性インフルエンザとの同時流行が懸念されている。

このような事態にも対応できるよう、厚生労働省において「新型コロナウイルスと季節性インフルエンザ

の同時流行に備えた対応」を決定し、これに基づき、限りある医療資源の中でも高齢者等重症化リスクの

高い方に適切な医療を提供するための保健医療体制の強化・重点化を進めていくこととする。具体的には、 

・ 各地域の実情に応じて、多数の発熱患者等が生じる場合を想定して、重症化リスク・疾患等に応じた

外来受診・療養の流れを示し、これに沿った療養行動を住民に呼びかける 

・ これとともに各地域の実情に応じて、発熱外来や電話診療・オンライン診療の体制強化と治療薬の円

滑な供給、健康フォローアップセンターの拡充と自己検査キットの確保、入院治療が必要な患者への対

応の強化等の対策を進める 

等に取り組む。各都道府県は、地域の実情に応じた外来医療の強化等の体制整備の計画を策定し外来医療

体制の整備に取り組む。また、国民への呼びかけにあたっては、厚生労働省の「新型コロナ・インフル同
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時流行対策タスクフォース」に参加する医療関係団体、アカデミア、経済団体、地方自治体等関係者が一

丸となって、時宜にかなった適切なメッセージを発信する。  

⑦ 都道府県等は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合にその家族に要介護者や障害者、子供等が

いる場合は、市町村福祉部門の協力を得て、ケアマネジャーや相談支援専門員、児童相談所等と連携し、

必要なサービスや支援を行う。 

3) 保健・医療人材の確保等  

① 感染拡大時に臨時の医療施設をはじめとした病床・施設を円滑に稼働させるため、都道府県の保健・医

療提供体制確保計画において、医療がひっ迫した際に応援派遣が可能な医療人材は、全国で約 2.7千施設

から医師約 2.1千人、看護師約 4.0千人であり、人材確保・配置調整等を一元的に担う体制を構築する。

また、東京都においては、医療機関等からの派遣可能な具体的人員の事前登録制を進めることとしており、

こうした取組を横展開する。  

② 厚生労働省は、今般の新型コロナウイルス感染症の対応に伴い、全国の医療機関等の医療人材募集情報

を掲載するＷｅｂサイト「医療のお仕事 Key-Net」の運営等を通じて、医療関係団体、ハローワーク、ナ

ースセンター等と連携し、医療人材の確保を支援する。  

③ 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策に当たる専門家の確保及び育成を行う。  

④ 厚生労働省及び都道府県等は、関係機関と協力して、特に、感染拡大の兆候が見られた場合には、専門

家やその他人員を確保し、当該地域への派遣を行う。 

なお、感染拡大が顕著な地域において、保健所における積極的疫学調査に係る人員体制が不足するなど

の問題が生じた場合には、関係学会・団体等の専門人材派遣の仕組みである IHEAT (Infectious disease 

Health Emergency Assistance Ｔｅａｍ）や、他の都道府県からの応援派遣職員等を活用し、人材・体制

を確保する。 

また、都道府県等が連携し、積極的疫学調査等の専門的業務を十分に実施できるよう、保健所業務の重

点化や人材育成、外部委託、ＩＨＥＡＴの積極的活用、人材確保・育成の好事例の横展開等により、保健

所の体制を強化し、感染拡大時に即応できる人員体制を平時から整備する。 

4) ＩＴを活用した稼働状況の徹底的な「見える化」 

医療体制の稼働状況を G-MISやレセプトデータ等を活用して徹底的に「見える化」する。  

・ 都道府県内の医療機関や都道府県調整本部、保健所、消防機関等との間で、病床の確保・使用状況を

日々共有できる体制を構築するとともに、個々の医療機関における G-MISへの病床の使用状況等の入力

を徹底すること（補助金の執行要件化）により、令和３年 12月から医療機関別の病床の確保・使用率

を毎月公表。  

・ 令和３年 12月から毎月、レセプトデータを用いてオンライン診療・往診等自宅療養者に対する診療

実績を集計し、地域別（郡・市・区別）に公表。  

・ 政府が買い上げて医療機関に提供する中和抗体薬等新型コロナウイルス感染症の治療薬の投与者数に

ついて、都道府県別に毎月公表。 

5) 更なる感染拡大時への対応  

① 令和３年夏の感染拡大時においては、地域によって、人口の密集度、住民の生活行動等によって感染状

況の推移は異なり、また､病床や医療人材等の医療資源にも差があることから、医療提供体制のひっ迫状

況は、地域によって様々であった。その中で、病床がひっ迫した地域においては、緊急事態宣言の下で、

個々の医療機関の判断で新型コロナウイルス感染症対応のために新型コロナウイルス感染症以外の通常

医療の制限が行われていたが、今後、地域によって、仮に感染力が２倍を超える水準になり、医療のひ

っ迫が見込まれる場合には、国民に対し、更なる行動制限を求め、感染拡大の防止を図る。あわせて､

政府の責任において、感染者の重症化予防等のため地域の医療機関に協力を要請するとともに更なる新

型コロナウイルス感染症以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための追加的な措置を

講じる。  

② 具体的には、医療の確保に向けて、政府の責任において、入院対象者の範囲を明確にするとともに、法

で与えられた権限に基づき、政府及び都道府県知事が、 
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・ 自宅療養者等の健康管理・重症化予防を図るため、地域の医療機関に対し、健康観察・診療等につい

て最大限の協力を要請するとともに 

・ 新型コロナウイルス感染症患者の入院受入病院に対し、短期間の延期ならリスクが低いと判断される

予定手術・待機手術の延期等の実施を求めるほか、 

・ 国立病院機構、地域医療機能推進機構をはじめとする公立公的病院に対し、追加的な病床の確保、臨

時の医療施設への医療人材の派遣等の要求・要請を行うとともに、民間医療機関に対しても要請を行う

こととする。 

③ さらに感染力が２倍を大きく超え、例えば３倍となり、更なる医療のひっ迫が見込まれる場合には、大

都市のように感染拡大のリスクが高く、病床や医療人材が人口比で見て少ない地域等では、新型コロナウ

イルス感染症以外の通常医療の制限措置の実施の徹底や地域内での追加的な病床の確保、医療人材の派遣

等の措置を図ったとしても、増加する重症患者等への医療の提供が困難となる事態が生じる可能性がある。

こうした事態の発生が見込まれる場合には、当該地域以外に所在する医療機関に対し、必要に応じ新型コ

ロナウイルス感染症以外の通常医療の制限措置を行い、当該地域の臨時の医療施設に医療人材の派遣等を

行うよう、法で与えられた権限に基づき、政府が要求・要請を行い、医療の確保を図る。 

④ 同時に、新型コロナウイルス感染症以外の通常医療の制限措置等は、一時的とはいえ、国民に対し大き

な不安を与えるほか、医療現場にも大きな負荷を伴うことから、こうした措置が速やかに解除されるよう、

感染者数の増加に歯止めをかけ、減少させるため､国民に対し、更なる行動制限を求めるなどの実効性の

高い強力な感染拡大防止措置を併せて講じる。 

⑤ ①及び④の行動制限については、具体的には、人との接触機会を可能な限り減らすため、例えば、飲食

店の休業、施設の使用停止、イベントの中止、公共交通機関のダイヤの大幅見直し、職場の出勤者数の大

幅削減、日中を含めた外出自粛の徹底等、状況に応じて、機動的に強い行動制限を伴う要請を行う。 

⑥ もちろん、こうした厳しい事態に陥らないよう、ワクチン、検査、治療薬等の普及による予防、発見か

ら早期治療までの流れを更に強化するとともに、国民の理解と協力の下、機動的に効果的な行動制限を行

うことにより、急激な感染拡大の抑制を図っていくことを基本として対応する。また、重症化予防効果の

高い経口薬等の利用が可能となれば、仮に感染力が高まっても入院を必要とする者の減少が見込まれ、医

療現場への負荷も軽減されることが期待される。 

⑻ 治療薬の実用化と確保  

1) 治療薬の実用化に向けた取組新型コロナウイルス感染症の治療薬については、国産経口薬を含め、開発

費用として１薬剤当たり最大約 20億円を支援している。また、経口薬については、令和３年 12月 24日

には「モルヌピラビル」が特例承認された。さらに、令和４年２月 10日には経口薬「ニルマトレルビル

／リトナビル」が特例承認され、それぞれ医療現場に供給されている。さらに、開発中の治療薬の実用化

をさらに加速化するため、既に補助対象として採択されている２社に対して最大約 115億円の緊急追加支

援を行った。加えて、経口薬「エンシトレルビル」が、同年 11月 22日に緊急承認され、医療現場に供給

されている。  

2) 治療薬の確保に向けた取組 

① 治療薬の作用する仕組みや開発ステージは様々であることや、軽症から中等症の重症化リスク因子を

有する者が確実に治療を受けられるようにするため、複数の治療薬（中和抗体、経口薬等）を確保する。 

② 特に、経口薬については、国民の治療へのアクセスを向上するとともに、重症化を予防することによ

り、国民が安心して暮らせるようになるための切り札である。世界的な獲得競争が行われる中で、供給

量については､「モルヌピラビル」を合計約 160万人分、「ニルマトレルビル／リトナビル」を合計 200

万人分確保し、全て納入された。 

③ 上記のように治療薬（中和抗体薬、経口薬）の納入の前倒しに取り組み、オミクロン株の感染拡大に

対応してきたが、治療薬を必要とする方に行き渡るよう、更なる治療薬の確保・納入と円滑な供給に向

けて取り組む。 

④ 中和抗体薬・経口薬については、入院に加えて外来・往診まで、様々な場面で投与できる体制を全国

で構築してきた。さらに、経口薬については、かかりつけ医と地域の薬局が連携することで、患者が薬
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局に来所しなくても手に入れることができるような環境作りを引き続き支援する。 

なお、主に重症者向けの抗ウイルス薬である「レムデシビル」については、令和３年８月 12日に薬価

収載され、既に市場に流通し、使用されており、軽症者に対する使用方法等についても「新型コロナウ

イルス感染症（ＣＯＶＩＤ-19）診療の手引き」に盛り込まれている。また､「モルヌピラビル」も令和

４年９月 16日から一般流通が開始されている。 

⑤ 「エンシトレルビル」については、200万人分を確保し、その全てが納入されている。重症化リスク

因子のない軽症から中等症の患者に幅広く投与が可能であるが、併用禁忌の薬剤があることや妊婦等に

は投与ができないことから、こうした点を注意しつつ円滑に投与できる体制を構築していく。 

⑼ 経済・雇用対策「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年 10月 28閣議決定）及びそ

れを具体化する令和４年度第２次補正予算について、進捗管理を徹底し、迅速かつ着実に実行すること等に

より、新型コロナウイルス対応に万全を期すとともに、足下の物価高などの難局を乗り越え、日本経済を本

格的な経済回復、そして新たな経済成長の軌道に乗せていく。 

⑽ その他重要な留意事項  

1) 偏見・差別等への対応、社会課題への対応等 

① 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症へのり患は誰にでも生じ得るものであり、感染

者やその家族、勤務先等に対する差別的な取扱いや誹謗中傷、名誉・信用を毀損する行為等は、人権侵

害に当たり得るのみならず、体調不良時の受診遅れや検査回避、保健所の積極的疫学調査への協力拒否

等につながり、結果として感染防止策に支障を生じさせかねないことから、コロナ分科会の偏見・差別

とプライバシーに関するワーキンググループが行った議論のとりまとめ（令和２年 11月６日）や法第

13条第２項の規定を踏まえ、感染者等の人権が尊重され、何人も差別的な取扱い等を受けることのない

よう取組を実施する。 

② 政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係者が偏見・差別等による風評被害等を受

けないよう、国民への普及啓発等必要な取組を実施する。 

③ 政府は、ワクチンを接種していない者及び接種できない者が不当な偏見・差別等を受けないよう、国

民への普及啓発等必要な取組を実施する。 

④ 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受入れ支援やいじめ防止等の必要な取組を実施

する。 

⑤ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合において、国民の自由と権利の制限を必要最小限のも

のとする。特に、罰則が設けられている措置については、患者や関係者の人権に十分に配慮し、まずは

当該措置の趣旨や必要性を患者等に丁寧に説明し、理解・協力を得られるようにすることを基本とする

とともに、罰則の適用は、慎重に行うものとする。また、女性の生活や雇用への影響は引き続き大きい

ことに留意し、女性や子供、障害者等に与える影響を十分配慮するとともに、必要な支援を適時適切に

実施する。 

⑥ 政府は、地方公共団体と連携し、外出自粛による心身機能の低下や地域のつながりの希薄化の回復に

向けて、高齢者等がフレイル状態等にならないよう、コミュニティにおける支援を含め、健康維持・介

護サービスの確保を行う。 

⑦ 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方に対して尊厳をもってお

別れ、火葬等が行われるよう、適切な方法について、周知を行う。 

⑧ 政府は､ワクチン接種に便乗した詐欺被害等の防止のため注意喚起や相談体制を強化する。  

2) 関係機関との連携の推進 

① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、

対策の現場における状況の把握を行う。 

② 政府は、対策の推進に当たっては、地方公共団体、経済団体等の関係者の意見を十分聴音ながら進め

る。 

③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含め全ての部局が協力して対策に当たる。 

④ 政府は、国際的な連携を密にし、世界保健機関(World Health Organization : ＷＨＯ）や諸外国・地
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域の対応状況等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知見を積極的にＷＨＯ等の関係機関

や諸外国・地域と共有し、今後の対策に活かすとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響

を受ける国・地域に対する国際社会全体としての対策に貢献する。 

⑤ 政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社会医学研究等の研究体制に対する支援を

通して、新型コロナウイルス感染症への対策の推進を図る。 

⑥ 都道府県等は、近隣の都道府県等が感染拡大防止に向けた様々な措置や取組を行うに当たり、相互に

連携するとともに、その要請に応じ、必要な支援を行う。 

⑦ 特定都道府県又は重点措置区域である都道府県等は、緊急事態措置又はまん延防止等重点措置等を実

施するに当たっては、あらかじめ政府と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、特定都道

府県又は重点措置区域である都道府県等が、適切に緊急事態措置又はまん延防止等重点措置を講じるこ

とができるよう、専門家の意見を踏まえつつ、総合調整を行うとともに、特に必要があると認めるとき

は、都道府県知事に対して、必要な指示を行うものとする。 

⑧ 緊急事態宣言の期間中に様々な措置を実施した際には、特定都道府県知事及び指定行政機関の長は政

府対策本部長に、特定市町村長及び指定地方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事に、指定公

共機関の長は所管の指定行政機関に､その旨及びその理由を報告する。政府対策本部長は国会に、特定都

道府県知事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、報告を受けた事項を報告する。 

3) 社会機能の維持 

① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、職員における感染を防ぐよう万全を尽

くすとともに､万が一職員において感染者又は濃厚接触者が確認された場合にも、職務が遅滞なく行える

ように対策をあらかじめ講じる。特に、テレビ会議及び在宅勤務（テレワーク）の積極的な実施に努め

る。 

② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、ガス、水道、公共交通、通信、金融業

等の維持を通して、国民生活及び国民経済への影響が最小となるよう公益的事業を継続する。 

③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じることがないよう、必要な支援を行う。 

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者は、国民生活及び国民経済安定のため、

業務継続計画の点検を行い、事業の継続を図る。 

⑤ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者についても、テレビ会議及び在宅勤務（テ

レワーク）の積極的な実施に努める。 

⑥ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、必要に応じ、国民への周知を図る。 

⑦ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブル等を防止するため、必要に応じ、警戒警備を実施

する。 

⑧ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締りを徹底する。 

（別添）事業の継続が求められる事業者 

 以下、事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業の継続を求める。 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応もあるため、全ての医療関係者の事

業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販売、献血を実施する採血業、入院

者への食事提供等、患者の治療に必要な全ての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者等特に支援が必要な方々の居住や支援に関する全ての関係者（生活支援関係事業者）の事業継

続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係者のほか、施設入所者への食事提

供など、高齢者､障害者等が生活する上で必要な物資・サービスに関わる全ての製造業、サービス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業者の事業継続を
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要請する。 

①インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道､通信・データセンター等） 

②飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

③生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホームセン

ター等） 

⑤家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サービス、自家用車等の整備等） 

４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、企業の活動を維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限

の事業継続を要請する。 

①金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決済サービス等） 

②物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、航空・空港管理､郵便、倉庫等） 

③国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ関係等） 

⑤安全安心に必要な社会基盤（河川や道路等の公物管理、公共工事、廃棄物処理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦育児サービス（保育所等の児童福祉施設、放課後児童クラブ等） 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体工場等）、医療・支援が必要な人の

保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの（サプライチェーン上の重要物を含む｡）を製造しているものについ

ては、感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する事業者等に

も、事業継続を要請する。 

・学校等については、児童生徒等や学生の学びの継続の観点等から「学校における新型コロナウイルス感染症に

関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ、事業継続を要請する。 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇ 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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